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皆さんこんにちは。ご紹介いただきました熊本市長の大

西でございます。 

本日は、熊本市都市政策研究所開設 10周年記念第 35回

講演会ということでご案内しましたところ、多くの方に御

出席いただきまして誠にありがとうございます。 

本日は、国土交通省九州地方整備局の笠井企画部長様の

基調講演をはじめ、パネルディスカッションには、たくさん

の皆様にご登壇をいただく予定としております。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

都市政策研究所の開設10周年ということであります。 

ちょうど政令指定都市に移行するときに、都市政策研究

所が設置され、それからもう10年以上の月日が経ったわけ

であります。 

ここで様々な政策課題を含めた研究を行い、また研究成

果も発表をしてきたところでございます。 

10年の節目ということで、こういう学術的なアプローチ

で、また、いろいろな形で政策の評価・検証を行っていくと

いうことは熊本市政の発展にとっても非常に大きなことに

つながっていると思います。 

今日は、政策間連携の重要性について、まず、笠井企画部

長様からご講演をいただきまして、そして、少子高齢化であ

りますとか、自治体を取り巻く様々な課題が非常に、多岐に

わたっておりますので、こうしたことについて、政策間連携

の重要性とともに、「政策間連携で拓く公共交通新時代」と

いうテーマで、パネルディスカッションを行うこととして 

 

 

 

 

 

 

おります。 

今日は、市民の皆様もご参加でございますけれども、是非

多くの皆様方に、公共交通を使っていただきたいとの思い

で一生懸命に取り組んでおります。 

今日、新聞紙上でも、中心地域のバスについては、例えば

運賃を 180 円均一にしようとか、様々な議論がなされてい

るわけでありますが、政策間連携を深めながら、どういう課

題解決ができるのかということを、皆様とともに考える、そ

ういう1日にさせていただけたらと思っております。 

本当にお忙しい中こうしてお集まりいただきまして、あ

りがとうございました。 

どうか、本日は、よろしくお願い申し上げます。 

 

  

熊本市都市政策研究所開設 10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

市長挨拶 

熊本市長 大西 一史 
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皆さんこんにちは。研究所所長の蓑茂でございます。ただ

今、大西一史市長様からご挨拶の中で、今日の講演会の開催

意図について触れていただきましたので、私の方からは、今

日の趣旨について少しお話をしておきたいと思います。 

研究所が主催しますこの講演会も35回目になります。こ

れまでも周年事業として、2度ほど通常の講演会を変形して

シンポジウム形式でやってきております。直近のものとし

ては、5周年シンポジウムを行いました。この時は、政令市

に置かれた政策研究所として先輩であり、先進的位置にあ

る神戸市と福岡市の研究所の活動を学び、その様子をご紹

介いただきました。併せて、私たちとしましても「5年間で

どんなことをやってきたか、あるいはこれを皆さんにどう

評価していただいているか」について、点検・評価を試みた

次第でございます。 

そこで今回は、先ほどのご挨拶のように新しい方向を探

ることを念頭に、10 周年の節目となるように企画を考えた

訳です。この１０年間に私たちには、たくさんの期待や要望

を頂いております。私は、これを本研究所に対して非常に強

い関心をお持ちいただいている「ステークホルダーの皆さ

ん」の声と受け止めていまして、そうした声を力にして一層

頑張らなくてはと考えております。 

10年が終わりまして、「これからのとりあえずは10年を

展望してみなくてはならない」ということで、終わりの始ま

りと銘打って、この10周年のシンポジウムの企画構想を新

年度を迎えた４月から始めました。 

 

 

 

 

 

 

 これまで頂戴した様々な意見の中には、「役に立つ研究」

という声がありました。「市が抱える様々な政策課題につい

て、即、答を出すような研究をしてほしい」という要望だと

思います。私も東京と熊本の 2 つの大学で約 40 年に亘、

色々な研究に携わってきました。「役に立つ研究」について

は、実学研究あるいは地域実学研究として実践経験があり

ますので、ある程度理解しているつもりでございます。また、

この 10年間に研究所が公表しました合計 50本ほどの研究

報告を見てみますと、それに適うような研究も実施できて

いると点検できます。論文以外にも先ほども司会者から紹

介がありましたように、刊行物を幾つか出版しておりまし

て、そういった10年間の研究成果をご覧いただきますと一

定の評価は頂けるものと思います。しかしながら「更に即戦

力になる研究をやらなくちゃいけない」と、決意を新たにし

たところであります。この機会に、新しい今後の方向を探し

当てたいと思っております。車が走るのにガソリンや電気

の他にセルモーターが必要なように、私たちの研究につい

てもこのセルモーターの役割が非常に大きいわけでして、

これを得るのが今日の一つの狙いでないかと思っておりま

す。 

そこでここにありますように「熊本の都市政策 喫緊の

課題に迫る」というタイトルをつけまして、研究力で熊本市

の発展に貢献したい。その私たちの一つの宣言と見ていた

だけたら幸いかと思います。 

本日取り上げました交通問題でございますが、様々な課

題がございます。ご承知のとおり、既に関係の局や部におき

まして、対策型の色々な施策がなされてきていますし、社会

実験も行われております。そういうことも振り返りながら、

今日は皆んなで一緒に考えてみたいわけです。何よりも都

市政策として一番大事なのは、市民の皆さんの理解を得な

がらやっていくこと、これが議論の出発点としても今後の

展開でも非常に重要だということ、このことを共有するこ

とです。市民の皆さんの理解を得るために、多くの方の英知

を集め、これに共感されて、お集まりのみなさんで考えてい

ただく、そのような思いで企画しました。持続性を左右する

熊本市都市政策研究所開設10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

趣旨説明 

熊本市都市政策研究所長 蓑茂 壽太郎 
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のも、市民力でございますので、このところをみんなで共有

したいということでございます。 

「政策間連携で拓く公共交通の新時代」というものにつ

いて、いろんな議論が出来たらいいなということでござい

ます。先の国会でも、地域交通法が成立しまして10月から

は、そういったことを具体的に展開してく時でもあります

ので、この機会をとらえてこんなことをやるのも一定の意

味を持つだろうと考えた次第でございます。 

最初に基調講演をお願いしまして、そのあと、市の中で現

在やっていることの話題提供を 3 つほどいたします。そし

て休憩を挟んで、限られた時間ではありますが討論をした

いと思いますので、どうぞよろしく、最後までお付き合いの

ほどお願い申し上げまして、趣旨説明にしたいと思います。 
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あらためまして、皆さんこんにちは。 
九州地方整備局で企画部長を務めております。笠井と申

します。今日は、「なぜ今、政策間連携なのか」という、テ

ーマでお話をさせていただこうと思います。 
基調講演ということで、大変僭越ではありますけれども、

私は、先ほどご紹介をいただきましたとおり、主に国土交通

省の方で河川の整備や管理を担当する仕事を今までさせて

いただきました。そういうなかにあって、今日のメインテー

マであります、公共交通、ここにどう結びつくかというのは

あるのですけれども、河川あるいは道路での政策間連携に

ついて、どんなことに取り組んでいるかの事例を少しご紹

介させていただければと思います。 
まずは、河川の方で今取り組んでいる「流域治水」につい

てお話をさせていただきたいと思います。 
 
 

 

大前提ですけれども、日本は災害列島という宿命を負っ

ています。こちらは、過去 150年ぐらいの世界での台風の
発生状況について、発生位置から消滅までの経路を世界地

図の上に落としたものです。 
太平洋で発生して日本付近を通過する台風は、過去 112

年間で、年に平均2,30個発生しています。 
一方で、大西洋で発生するハリケーンは、大体年平均10

から15個ということで、過去のデータからも日本列島がい
かに台風の経路になっており、多かったかということがこ

れで分かるかと思います。 

 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

世界の地震発生における
日本の割合

Number of Earthquakes
(1994～2003)

資料：中央防災会議

■震源分布

日本の国土面積は世界の0.25％にも関わらず、
世界で発生するマグニチュード6以上の地震の約2割が我が国周辺で発生

ユーラシアプレート

アフリカ
プレート

インドプレート

太平洋プレート

フィリピン海
プレート

南極プレート

出典：気象庁ホームページをベースに太田徹也氏がデザイン
http://www.nikken.co.jp/ja/archives/20003.html

Total
960

（22.9%）

※Earthquakes over 6.0 on the 
Richter scale

Japan
220

災害列島という宿命② 地震・津波

2

熊本市都市政策研究所開設10周年記念 第35回講演会  

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日（火）14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

基調講演『なぜ今、政策間連携なのか』 

国土交通省 九州地方整備局 企画部長 笠井 雅広 氏 

＜講師プロフィール＞ 

1996年 4月国土交通省入省、八代河川国道事務所長、水管理・国土保全局河川保全企画室長などを経て、2023年 4月より、国土交通省 九州地方整備局 

企画部長を務める。 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

なぜ今、政策間連携なのか

令和５年７月２５日

九州地方整備局 企画部長

笠井 雅広
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それから日本の場合、地震があります。3つのプレートが
ちょうどぶつかり合うところに、日本列島は位置しており

まして、このため日本の国土面積、全世界では 0.25％とい
う割合になっていますけれども、マグニチュード 6 以上の
地震、世界で発生する地震の約 2 割が日本の周辺で発生し
ているというデータもございます。 

 

 
そういうこともあって、近年でも、日本で相次ぐ自然災害

は、もはや日常というような状況とも言えるのではないで

しょうか。 
2015年には、関東・東北において、国が管理している河

川でも決壊がありました。これによって、多くの浸水被害が

でました。2016 年には熊本地震がありました。それから、
その翌年、2017年九州北部豪雨があって熊本でも浸水被害
等も発生しております。その後も、西日本を中心に大きな被

害をもたらした西日本豪雨、それから、その次の年には、台

風19号（東日本台風）によって東日本で非常に大きな被害
が出ました。 
それから、熊本県内、球磨川水系において、令和2年7月

豪雨で非常に大きな水害があって、球磨川流域で50名の方
がお亡くなりになったという水害もありました。 
その後、一昨年、昨年と、九州も含めて日本全体で、 

水害、土砂災害、大きな地震も近年では起きているといった

状況になっています。 

 

九州で起こった水害について、少し時系列でまとめてみ

ました。先ほどの表は、2016年以降ということでしたけれ
ども、九州の管内で起こった、大きな浸水被害を伴うような

水害について、2000年代に入ってから、主なものをまとめ
ています。特に、近年たくさんの河川で浸水被害を伴うよう

な災害が発生しているということで、年代別に並べていま

すけれども、頻度が非常に増しているということもわかっ

ていただけると思います。 
そういうなかにあって、2017年の九州北部豪雨、筑後川

水系の赤谷川（朝倉市に流れている支川）、この写真を掲載

させていただきましたが、このときも、白川・緑川でも、堤

防から溢水する浸水を伴う災害も発生しています。 
その5年前、2012年には、これも九州北部豪雨というふ

うに言っていますけれども、白川の上流、北区の龍田地区な

どで、白川が氾濫をして、大浸水が起きてしまったというこ

とがございました。 
 
 
 

 

▲ 2012年 7月出水
（白川水系 白川）

▲ 2017年 7月出水
（筑後川水系 赤谷川）

▲ 2006年 7月出水
（川内川水系 川内川）

※陸上自衛隊第８師団提供

〇２００１年
①遠賀川

〇２００３年
②遠賀川（本川、穂波川）

〇２００５年
③-1五ヶ瀬川（本川、大瀬川）
③-2大淀川､③-3肝属川

〇２００６年
④川内川

〇２０１２年
⑤-1筑後川（花月川）、⑤-2矢部川、
⑤-3白川、⑤-4山国川

〇２０１７年
筑後川（⑥-1赤谷川、⑥-2花月川）、番匠川

○２０１８年
遠賀川

〇２０１９年
⑦六角川（本川、武雄川）

〇２０２０年
⑧-1球磨川、⑧-2筑後川（玖珠川等）
⑧-3遠賀川（彦山川）、⑧-4大分川

〇２０２１年
⑨-1川内川、⑨-2六角川（本川、牛津川）
⑨-3筑後川（本川、城原川等）
⑨-4松浦川（松浦川）
⑨-5菊池川（岩野川、繁根木川）、⑨-6山国川

○２０２２年
⑩-1五ヶ瀬川（本川、大瀬川）、 小丸川
⑩-2大淀川（本川、高崎川、庄内川、本庄川、深年川）

▲ 2019年 ８月出水
（六角川水系 六角川）

凡例
赤文字 梅雨性豪雨 緑文字 台風性豪雨

近年の九州地方整備局管内の主な洪水被害発生状況

4

写真－下流より上流を望む

立野ダム

事業概要
○場 所 （右岸）熊本県阿蘇郡南阿蘇村

（左岸） 〃 菊池郡大津町（白川水系白川）
○目 的 洪水調節
○諸 元 堤高：約90m 総貯水容量：約10,100千m3

○経 緯 昭和54年度 実施計画調査着手
昭和58年度 建設事業着手

○完成予定 令和5年度

◆ダムによる洪水調節を行い、立野ダム下流域の治水安全度の
向上を図る。

緑の区間

写真－白川夜市の様子

事業概要
○場 所 熊本県熊本市（白川水系白川）
○目 的 流下能力の向上、水位低減
○内 容 護岸補強 等
○経 緯 令和3年度 検討会で議論

令和4年度 整備事業着手
○完成予定 令和6年度

◆既設護岸の補強等により、白川の水位低減を図る。

白川の河川整備について

5
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このように、水害が起こっているなかで、白川の河川整備

の事例を、少し紹介をさせていただきます。市内を流れる白

川の中の「緑の区間」については、堤防をさらに強化をする、

かさ上げをする、その際背後地については、地域の皆さんに

も、どう使っていただくか、というようなことを考えながら

の堤防の強化、整備を進めており、もうすぐ完成になります。 
それから白川の上流には、立野ダムがあり、昭和58年に

事業に着手し、今年の 6 月に、このダムそのものの工事は
完了をしております。これによって、いざというときに、白

川に流れてくる水をここで一時的に貯留をして、下流の白

川の緑の区間も含めて、洪水の量を制御するというような

役割を持っています。 
ちなみに、この立野ダムは、穴の位置が、普段水が流れて

いる位置と同じ１番下の位置にあって、普段全く水が貯ま

っていません。洪水のときだけ、たくさん水が入ってくると

水が貯まるという仕組みになっていまして、今年の 7 月初
めに、熊本県内、雨が降りましたけれども、このときに、早

速効果を発揮して洪水を調節する機能を発現しました。 

 

こういうかたちで、日本全国で河川の整備を、ずっと進め

てきています。 
河川管理者が堤防を整備したり、河川を広げたり掘った

り、あるいはダムや遊水池をつくったりということをして

きました。昭和40年代から、全国の水害における浸水被害
が起きた面積を縦軸にとっていますが、治水対策を進めた

ことによって、浸水面積はずっと減ってきています。下の方

で底を打つ形でずっと推移をしてきましたけれども、近年、

上がる傾向があります。河川の整備は継続して進めていま

すけれども、ここが上がっているのは、気候変動によって雨

そのものの量が増えている。雨の降り方が激甚化・強靱化し

ているということで、その外力変化、外力的要因で、水害の

被害が上がってしまっていると。こういう状況に今なって

きています。 

 

温暖化によって、雨の量が増えている結果として、洪水の

激甚化・頻発化が、ここ近年、明確に起こってきてるんじゃ

ないかということですけれども、IPCCの政府間パネル5次
報告書の中にも、気候システムの温暖化による影響につい

ては、明らかになっていると言われています。気温について

は、21 世紀の末までに世界平均で、さらに 0.3 度から 4.8
度ぐらい上昇。そして、降雨は、1時間に50ミリ以上の雨
の発生回数が、現在から2倍以上に増加。50ミリというの
は、主要幹線道路の側溝が大体１時間50ミリの雨が降って
も溢れないようにつくっているんですけれども、それを超

えると、河川に流れていく前にも道路の部分で溢れる。その

発生頻度が 2 倍以上に増加するのではないかと言われてい
ます。 

 

それから、台風の発生頻度が増加し、経路も北上するとい

うことで、平成28年の台風はこれまで経験したことがなか
った、北海道に1年間で、3つの台風が上陸することもあり
ました。 

 戦後、荒廃した国土の中で頻発した台風や豪雨により深刻な被害が発生したが、その
後、国や都道府県、市町村がぞれぞれの役割に応じ、ダムや堤防、砂防堰堤、下水
道の整備等の治水対策を行い、浸水面積は減少。

 近年、気候変動の影響で浸水面積が再び増加傾向を示している。
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気候変動による
降雨量の増加

出典：国土交通省「水害統計」

治水対策の効果

注１）値は過去１０箇年の平均値である。
注2）令和2年の水害区域面積は、令和3年８月公表の暫定値であり、今後確報値の公表に伴い数値が変更となる可能性がある。

これまでの治水投資の成果 ～浸水面積が激減～
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気温

降雨

 世界の平均地上気温は1850～
1900年と2003～2012年を比較
して0.78℃上昇

 気候システムの温暖化につい

ては疑う余地がない

 21世紀末までに、世界平均気
温が更に 0.3～4.8℃上昇

 短時間強雨の発生件数が約30年
前の約1.4倍に増加

 2012年以降、全国の約3割の地点
で、1時間当たりの降雨量が観測史
上最大を更新

 1時間降雨量50mm以上の
発生回数が2倍以上に増加

1時間降雨量50mm以上の年間発生回数
（アメダス1,000地点あたり）

台風

 平成28年8月に、統計開始以来初
めて、 北海道へ3つの台風が上陸

 平成25年11月に、中心気圧
895hPa、最大瞬間風速90m/sの
スーパー台風により、フィリピンで
甚大な被害が発生

 日本の南海上において、猛烈

な台風の出現頻度が増加※

 台風の通過経路が北上する

平成28年8月北海道に上陸した台風の経路

【台風 7号経路】

【台風 9号経路】

【台風11号経路】

筑後川右
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降雨

 世界の平均地上気温は1850～
1900年と2003～2012年を比較
して0.78℃上昇

 気候システムの温暖化につい

ては疑う余地がない

 21世紀末までに、世界平均気
温が更に 0.3～4.8℃上昇

 短時間強雨の発生件数が約30年
前の約1.4倍に増加

 2012年以降、全国の約3割の地点
で、1時間当たりの降雨量が観測史
上最大を更新

 1時間降雨量50mm以上の
発生回数が2倍以上に増加

1時間降雨量50mm以上の年間発生回数
（アメダス1,000地点あたり）
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出典：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）：第5次評価報告書、2013

出典：気象庁：地球温暖化予測情報第9巻、2017

○ 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書によると、気候システムの温暖化に
ついては疑う余地がなく、21世紀末までに、世界平均気温が更に0.3～4.8℃上昇するとされている。

○ また、気象庁によると、このまま温室効果ガスの排出が続いた場合、短時間強雨の発生件数が現在の
２倍以上に増加する可能性があるとされている。

○ さらに、今後、降雨強度の更なる増加と、降雨パターンの変化が見込まれている。

既に発生していること 今後、予測されること

顕在化している気候変動の影響と今後の予測（外力の増大）
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台風

 平成28年8月に、統計開始以来初
めて、北海道へ3つの台風が上陸

 平成25年11月に、中心気圧
895hPa、最大瞬間風速90m/sの
スーパー台風により、フィリピンで
甚大な被害が発生

 日本の南海上において、猛烈

な台風の出現頻度が増加※

 台風の通過経路が北上する

平成28年8月北海道に上陸した台風の経路

【台風 7号経路】

【台風 9号経路】

【台風11号経路】

※出典：気象庁気象研究所：記者発表資料「地球温暖化で猛烈な
熱帯低気圧（台風）の頻度が日本の南海上で高まる」、2017

既に発生していること 今後、予測されること

前線

局所
豪雨

 短時間豪雨の発生回数と降水

量がともに増加

 停滞する大気のパターンは、増

加する兆候は見られない

 流入水蒸気量の増加により、総

降雨量が増加
出典：第２回 異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会、

第２回 実行性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会、
中北委員資料平成30年7月豪雨で発生した前線

 平成30年7月豪雨では、梅雨前線
が停滞し、西日本を中心に全国的
に広い範囲で記録的な大雨が発
生

 特に長時間の降水量について多く
の観測地点で観測史上１位を更新

 時間雨量50mmを超える短時間
強雨の発生件数が約30年前の
約1.4倍に増加

 平成29年7月九州北部豪雨では、
朝倉市から日田市北部において
観測史上最大の雨量を記録

平成29年7月筑後川右岸流域における12時間最大雨量

筑後川右岸流域

出典：第２回 気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会

顕在化している気候変動の影響と今後の予測（現象の変化）
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それから短時間豪雨の発生の回数や降水量も増加をしま

す。梅雨の線状降水帯の発生頻度が増える、一度発生すると

そこで、総雨量も非常に多いということですけれども、大気

中の水蒸気量が、温暖化によって2割ぐらい増長しており、
そこに湿った風が吹き込むと、線状降水帯ができて、雨の量

が増えると言われています。 

 

その結果として、国土交通省で、降水量と洪水発生の関係

についてもシミュレーションをした結果があります。温暖

化によって、気温上昇がどのぐらいになるか、色んなシナリ

オがありますが、例えば、21世紀末に2度上昇をしたとし
た場合には、九州の北部では、雨の量が、1.1倍になると言
われています。河川の計画というのは、大きな河川では100
年に１回ぐらい降るような雨に対して、安全にそれを流す

ことができるように河川管理者で堤防の整備、貯留施設の

整備等を進めています。その100年に1回とは、何ミリで
すよと考えていた雨の量が 1.1 倍になるということです。
結果として、雨の量が1.1倍になると、河川に出てくる水の
量は、1.2倍になります。そして洪水発生頻度は2倍になり
ます。洪水発生頻度が 2 倍になるというのは、今まで 100
年に１回ぐらいの雨ですよというふうに思っていた雨が、

今度は50年に１回ぐらい、その量の雨が降るという意味で
す。そういうふうにして、雨の量が増え、大雨の発生頻度が

上がり、それから洪水等の発生の可能性が上がってくると、

こういうような状況になっています。 

 

そういうことを踏まえると、今まで、河川管理者で、雨の

降り方も踏まえて、将来的な目標も決め、河川、下水道、砂

防、海岸とも連携をとりながら、つまり、各管理者が主体と

なって、ハード対策を一生懸命進めてきましたが、最近の洪

水等の発生の状況、発生頻度、そして温暖化の影響を踏まえ

ると、河川管理者が主体となってやるハード対策だけでは、

とてもとても、被害を減らすということに追いついていか

ないということを、認めざるを得ない状況になっています。 
そこで、「流域治水」という概念を提唱しています。河川

管理者のみならず、都道府県、市町村、それから企業、住民

の皆さん、流域のあらゆる関係者が、連携・協働をして、洪

水から被害を減らす、あるいはそれを防ぐ、そういう対策を

とっていきましょう。そして、今までは河川管理者が、河川

区域、いわゆる河川の中で対策をしてきましたが、水が集ま

ってくる区域（集水域）、そして氾濫した場合に広がってい

く区域（氾濫域）、それらも含めた流域全体で、防災あるい

は減災のための対策を関係者みんなでとっていく。こうい

うことをぜひ進めていきたいというフェーズに入っていま

す。 

 

○降雨特性が類似している地域区分ごとに将来の降雨量変化倍率を計算し、将来の海面水温分布毎の幅や平均値
等の評価を行った上で、降雨量変化倍率を設定

○２℃上昇した場合の降雨量変化倍率は、北海道で1.15倍、その他（沖縄含む）地域で1.1倍、
４℃上昇した場合の降雨量変化倍率は、北海道・九州北西部で1.4倍、その他（沖縄含む）地域で1.2倍とする

○４℃上昇時には小流域・短時間降雨で影響が大きいため、別途降雨量変化倍率を設定する

気候変動シナリオ 降雨量 流量 洪水発生頻度

２℃上昇時 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

４℃上昇時 約１．３倍 約１．４倍 約４倍

※ ４℃上昇の降雨量変化倍率のうち、短時間とは、降雨継続時間が３時間以上12時間未満のこと
３時間未満の降雨に対しては適用できない

※ 雨域面積100km2以上について適用する。ただし、100km2未満の場合についても降雨量変化倍
率が今回設定した値より大きくなる可能性があることに留意しつつ適用可能とする。

※ 年超過確率1/200以上の規模（より高頻度）の計画に適用する。

＜地域区分毎の降雨量変化倍率＞

地域区分
２℃上昇 ４℃上昇

短時間

北海道北部、北海道南部 1.15 1.4 1.5

九州北西部 1.1 1.4 1.5

その他（沖縄含む）地域 1.1 1.2 1.3

＜参考＞降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞ
れ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算

※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の
目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値

※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）
の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値
（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50
となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）

九州南東部

四国南部

紀伊南部

近畿

中部

関東

東北東部

九州北西部

中国西部

瀬戸内

山陰

北陸

東北西部
北海道南部

北海道北部

沖縄

気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化
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○ 近年の水災害による甚大な被害を受け、施設能力を超過する洪水が発生するものへと意識を改革
し、氾濫に備える、「水防災意識社会」の再構築を進めてきた

○ 今後、この取組をさらに一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関係
者が協働して流域全体で対応する「流域治水」へ転換

流
域
治
水

治水対策
を転換

従
来
の
治
水

防災・減災が主流となる社会「水防災意識社会」
の再構築

気候変動
社会動向の変化

（人口減少・Society5.0など）

河川、下水道、砂防、海岸等の
管理者主体のハード対策

役割分担を明確化した対策

河川区域や氾濫域において対策を
実施。

河川区域等が中心の対策

国・都道府県・市町村、企業・住
民など流域全体のあらゆる関係者
による治水対策

河川区域や氾濫域のみならず、集
水域含めた流域全体で対策を実施。

あらゆる関係者の協働による対策

あらゆる場所における対策

出典：社会資本整備審議会 河川分科会「気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会」気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について 答申概要資料より

「流域治水」への転換
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第109回河川整備基本方針
検討小委員会資料

集水域

河川区域

氾濫域

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流域治水」
へ転換

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流
域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、③被害の軽減、早期
復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

「流域治水」の施策のイメージ

11
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具体的に流域治水の施策のイメージですが、今まで、河川

管理者が中心となっていた対策は、主に治水のダムをつく

ったりして水を貯めるということですね。それから、堤防を

整備したりとか、川幅を広げたりということ。それから堤防

についても、なるべく決壊しにくくするように粘り強い堤

防を造るということを河川整備でやってきました。 
それのみならず、例えば、水が集まってくる山の方、ある

いは河川に入ってくる前の町の中では、流域の関係する皆

さんにも、雨水貯留浸透施設なども整備いただく、あるいは

農業に使っているため池を、治水のために活用させていた

だく、こういうことも連携してやっていきましょう。それで

も、河川の氾濫が起きてしまったときには、その被害を最小

化、減少するための対策として、例えば、県、市、それから

企業住民の皆様にも協力をいただいて、浸水が頻発する地

域には、土地利用規制をかけて、そこには、新しい建物を建

てない方向で土地利用を誘導していく、場合によっては移

転も促進をしていく。あるいは、そこで新しく家を建てると

きには、不動産取引のときに水害リスク情報について、しっ

かり説明していただく。あるいは、溢れてしまっても、二線

堤、支川の堤防、道路も含めて、少し盛土になっているとこ

ろで、いざ河川が氾濫しても、そこから先に水が行かない機

能を保全していきましょう。被害を軽減するためにも、ほか

にも、こういうような対策をやっていくための連携をしっ

かりと強化をしていきましょうということを打ち出して、

必要な法律の改正もしました。 
河川管理者がやるべき対策については、しっかりと進め

ていきますが、流域の関係者の皆様に御協力いただく対策

については、補助制度・交付金制度についても、かさ上げを

して、より対策を取りやすくするということで、法律を改正

しています。 

 

今のお話を、河川管理者が主体の施策と、その他の施策と

いうことで括り直してみました。 
河川管理者が中心となって行ってきた河川の整備や管理

に加えて、例えば、農業関係者には、ため池などの施設につ

いて、雨が降りそうなときに、貯めている水を少し空けても

らって、そこに雨水を貯めるということをご協力していた

だけないか。あるいは、水田の貯留の普及拡大ということで、

熊本県でも、一生懸命取り組んでいただいていますが、いざ

というときに、最初に水田に水をためて、雨がそこから河川

の方に流れてくるまでの時間を少しでも稼ぐ、遅らせる。 
それから治山とか林業の皆さんには、森林の雨水貯留機

能、多面的機能をしっかりと発揮していただくようなこと

で、森林の保全についても、しっかりとご協力いただく。 
そして、まちづくりとの連携という意味では、先ほどご紹

介した災害危険区域を指定する、あるいは、危険リスクが高

いところについては、集団移転をしていただくようなこと

も含めて、少し中長期的にまちづくりのなかで施策を打っ

ていただきましょうとか。 
雨水貯留とかそれから雨水浸透施設の整備を、公園や学

校などにして頂いて、雨水を少しでも貯める用意をしてい

ただくこと。 
そして住民の皆さんとは、いざというときの避難行動を

いかに円滑にやるかということで、自分の避難行動につい

て、トリガーを決め、時系列で整理しておく。それをタイム

ラインと言っていますけれども、こういうものの整備も進

めていきます。 

 

 
実際に、令和 2年 7月の豪雨で非常に大きな被害を受け

た球磨川水系、人吉市などで非常に大きな浸水被害があり

ましたけれども、ここでの流域治水の検討について、少し紹

流域治水における政策間連携について

12

気象・利水 住民（ソフト対策）

治山・林業

まちづくり農業

森林の保全等
・関係者の連携による森林の
多面的機能の発揮に向けた
整備・保全を検討
・砂防関係施設、治山施設の
整備等を実施

ため池や農業水利施設の有効活用
・ため池や農業用水路の事前放流
などの取組を検討

河川事業とまちづくりの連携
・河川事業による宅地かさ上げにあわせ周辺
土地のかさ上げ、高さ増を実施

・遊水地の整備と高台等への集団移転を一体
的に実施

雨水貯留・雨水浸透施設等の整備
・公園や公共施設等における雨水貯留・雨水
浸透機能確保を検討

水田貯留の普及・拡大
・実証事業を通じた効果等の検証を
実施、水田貯留の普及・拡大

施設の運用技術の向上
・降雨予測技術の向上を踏
まえた洪水調節施設の操
作・運用の高度化を検討

利水ダムの事前放流の拡大
・ 降雨予測技術の向上等を踏
まえた効果的な事前放流の
実施を検討

災害危険区域等の指定、集団移転
・水害リスク情報を踏まえ、浸水被害のリス
クが高い区域では、災害危険区域を設定し、
高台等への集団移転を検討

被災市街地復興推進地域の指定等による土地
利用規制
・水害リスク情報を踏まえ、家屋が密集し、
浸水被害のリスクが高い地域では、土地の
形質の変更、建物の新築の許可制とする規
制を検討・実施

流域タイムライン、水防災意識の啓発・醸成の取組
・関係機関の連携のもと作成した「流域タイムライン」による
防災活動の着実な実施、連携体制の構築

河川の
整備・管理

近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発

13

平成27年9月関東・東北豪雨

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑥神戸港六甲アイランドにおける
浸水被害（兵庫県神戸市）

⑦土砂災害の状況
（北海道勇払郡厚真町）

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑧電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

⑨千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

令
和
元
年

平
成
30
年

平
成
27
～
29
年

令
和
２
年

⑩球磨川における浸水被害状況
（熊本県人吉市）

山における土石流災害
（静岡県熱海市）

⑫六角川周辺における浸水被害状況
（佐賀県武雄市）

令
和
４
年

⑬国道113号の被害状況
（新潟県村上市）

⑭国道327号における土砂災害の状況
（宮崎県東臼杵郡）

令和3年7月大雨 令和 年 月大雨 令和 年 月 日からの大雨 台風第 号

近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発

13

平成27年9月関東・東北豪雨

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

③小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

④桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

⑤小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑥神戸港六甲アイランドにおける
浸水被害（兵庫県神戸市）

⑦土砂災害の状況
（北海道勇払郡厚真町）

②土砂災害の状況
（熊本県南阿蘇村）

⑧電柱・倒木倒壊の状況
(千葉県鴨川市)

⑨千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

令
和
元
年

平
成
30
年

平
成
27
～
29
年

令
和
２
年

⑩球磨川における浸水被害状況
（熊本県人吉市）

令
和
３
年

⑪伊豆山における土石流災害
（静岡県熱海市）

⑫六角川周辺における浸水被害状況
（佐賀県武雄市）

７

３

１
８

９

1４

1１６５

1０

1２
４
２

令
和
４
年

13

⑬国道113号の被害状況
（新潟県村上市）

⑭国道327号における土砂災害の状況
（宮崎県東臼杵郡）

平成28年熊本地震 平成28年8月台風第10号 平成29年九州北部豪雨

7月豪雨 台風第21号 北海道胆振東部地震

房総半島台風 東日本台風 令和2年7月豪雨

令和3年7月大雨 令和3年8月大雨 令和4年8月3日からの大雨 台風第14号
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介させていただきますと、 

 

実際の雨について、令和 2 年洪水時の球磨川の幾つかの代
表地点における降雨量観測値です。この赤が、令和 2 年の
ときの雨の量で、青がこの流域で過去に大きな被害が出た

昭和40年のときの雨の量、黄色が、その次ぐらいに大きな
被害に遭った昭和 58 年のときの雨の量なのですけれども、
見ていただくと、令和 2 年の洪水は、過去にこの流域で経
験した非常に大きな洪水を上回るような降雨量が降ってい

ました。 

 

その結果として、約1,020ヘクタール、6,110戸の浸水被
害が出ています。それから球磨川中流の山間狭隘区間に架

かった橋梁は、14橋が流失をしています。そういった被害
が出ました。 

 

これらの被害も踏まえて、温暖化後であっても 100年に
１回ぐらい降る雨に対して安全となるよう、貯留施設を整

備したり、宅地のかさ上げをしたり、河道の掘削をしたり、

そして堤防の整備をしたりということを河川管理者として

もしっかりやっていきます。しかし、これらの対策を実施し

たとしても、令和 2 年洪水については、何とか堤防の高さ
ギリギリまでは抑えることが出来ますが、少し余裕を持っ

て安全に流すところまで持っていくことは、河川管理者の

みでは、ちょっと厳しい状況です。 

 

そこで「流域治水」ということで、流域の関係する皆さん

に、先ほどお話ししたような施策も並行して実施をしてい

ただくことを球磨川水系全体でやっていきましょうと打ち

出しています。 

○球磨川本川の中流部から上流部及び最大支川の川辺川の各雨量観測所における降雨量は、６
時間雨量、１２時間雨量及び２４時間雨量において、戦後最大の洪水被害をもたらした昭和４０年
７月洪水や昭和５７年７月洪水を上回る降雨を記録した。

銚子笠(1,489m）

水上村

湯前町

あさぎり町

▲

磨川

多良木町

市房ダム

いつきむら

みずかみむら

ゆのまえまち

ちょう

しきまち

いちふさ

たらぎまち

▲
※S55.4の観測開始以来最大の雨量

を観測

※S29.5の観測開始以来最大の
雨量を観測

(mm)

（たらぎ）

14

※本資料の数値は「速報値」であり、今後変更の可能性がある。

令和２年７月豪雨について - 流域の被害状況 - 球磨川水系

〇球磨川本川上流域の被害は比較的少ないが、支川川辺川合流点付近から球磨川中流部では至る所で浸水被害や
家屋倒壊が発生し、約１，０２０ｈａ・約６，１１０戸の浸水被害を確認。

〇支川川辺川においても、約１３０ｈａ・約１７０戸（柳瀬橋上流）の浸水被害が発生（熊本県調査結果による）。
〇球磨川直轄管理区間では、２箇所の堤防決壊が発生し、橋梁１４橋の流失など国道や鉄道などの甚大な被害も発生。

10

10

20

20

30

30

40

40
50

50
60

70
70

人吉市

五木村

相良村

球磨村

芦北町

多良木町

錦町

あさぎり町

湯前町

水上村

八代
市

80

80

60

川

辺

川

川

磨

球

深水橋流失(13k300付近)

堤防決壊(左岸55k000付近)

西瀬橋流失(59k600付近)

球磨川第一橋梁流失(24k300付
近)

鎌瀬橋流失(25k200付
近)

天狗橋流失(56k000付近)

沖鶴橋流失(54k600付近)

相良橋流失(52k800付近)

球磨川第四橋梁流失(66k200付近)

大瀬橋流失(41k000付近)

神瀬橋流失(37k300付近)

球磨川第二橋梁流失(52k500付近)

坂本橋流失(16k900付近)

松本橋流失(43k000付近)

堤防決壊(右岸56k400付近)

新村橋流失(1k200付近)

国管理区間

国管理区間

国管理区間

国管理区間 国管理区間

国管理区間

国管理区間

球
磨
川→

①

②

③

⑦ ⑥

④

①

② ③
④ ⑤
⑥

⑤

⑦

洪水痕跡

過去に宅地かさ上げした家屋が４ｍ程度浸水
（芋川地区）

坂本支所周辺の家屋等は軒下まで浸水

球磨川右岸から約50m離れた場所での家屋倒壊
（球磨村渡地区） 球磨川右岸56k400付近での堤防決壊

西瀬橋の流失

氾濫流が人吉市街部を流下し
青井阿蘇神社の禊橋の鳥居も水没

提供：人吉市民

7月4日午前撮影

洪水痕跡

高さ３ｍ付近に洪水痕跡を確認
（国道４４５号通り）

ＪＲ坂本駅

坂本支所
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■基本理念

■川辺川における流水型ダムについて

■命と環境の両立について
〇河川の整備にあたっては、多様な動植物が生息・生育・繁殖する環境
や良好な景観との調和を図る。特にダムの整備にあたっては、環境影
響評価法と同等の環境影響評価を実施し、計画上必要な洪水調節機能
を確保しつつ、ダムの放流設備等の構造の工夫や試験湛水の実施方法
等について、環境影響の最小化を目指した検討を実施する。

球磨村

五木村

湯前町

錦町

▲

球磨川

人吉市

▲

八代市

▲

伊佐市
えびの市

八代市

油谷川

芦北町

相良村
多良木町

あさぎり町

山江村

水上村

既設市房ダム
の有効活用

遊水地の整備

遊水地の整備

下流部

中流部

人吉区間
上流部

【下流部】
・堤防の整備
・河道掘削 等

【中流部】
・宅地かさ上げ
・河道掘削 等

【人吉区間】
・堤防の整備
・河道掘削、河道拡幅 等

【上流部】
・堤防の整備
・河道掘削 等

□：流下能力を向上させる対策
□：流量を低減させる対策

■横石

■
人吉

■河川整備の目標（対象期間は概ね30年）

人吉 横石

現況 1/3～1/5 1/20～1/30

河川整備計画 1/50 1/80

河川整備基本方針 1/80 1/100

人吉1/50、横石1/80規模の降雨に対する
洪水流量を河川で安全に流下させる

■主な河川整備の内容 流域治水対策プロジェクト（R3年3月公表）の対策を中心に位置づけ

従来の貯留型ダム
川辺川における
流水型ダム

位置 相良村四浦 （従来と同じ）

ダム
形式

アーチ式コンクリート
ダム

重力式コンクリート
ダム

ダム高 107.5m （従来と同じ）

堤頂長 約300m （従来と同じ）

貯水
容量

総貯水容量 13,300万m3

洪水調節容量 8,400万m3
利水容量 2,200万m3
堆砂容量 2,700万m3

総貯水容量 約13,000万m3

洪水調節容量 約11,900万m3

利水容量 なし
堆砂容量等 約 1,100万m3

令和２年７月豪雨と同規模の洪水に
対しては、
・人吉市等の有堤区間では計画高水位
は超過も越水は回避

・中流部家屋の浸水は防止
など、浸水被害の軽減は可能。

「緑の流域治水」による、
球磨川流域における「命と
環境の両立」「令和2年7月
豪雨からの復旧と創造的復
興」「持続可能な発展」の
実現

※2

※2：洪水期（第Ⅰ期：6/11～9/15）の場合

※1

※1:横石は、萩原地区で実施中の堤防整備後の値

川辺川における
流水型ダムの整備

事業費（今後）：約2,680億円

期 間：令和4年度～令和17年度まで

※上記のほか、流域のあらゆる関係者が協働して「被害対象を減少させるための対策（高台等の安全な場所への
居住誘導など）」や「被害の軽減、早期復旧・復興のための対策（球磨川流域タイムラインの運用など）」を実施

球磨川水系河川整備計画の概要
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あらゆる
関係者が
協働して
行う

氾濫域

管理者
主体の
治水対
策

河川区域

①氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

②被害対象を減少
させるための対策

③被害の軽減・
早期復旧復興のための対

策

集水域

都市部など
のエリアで
実施

全国で
流出抑制
対策を実施

一部の関係
者が流出抑
制対策を
実施

企業や住民も含めた
流域の関係者全員が
流出抑制対策を実施

管理者が
対策を実施

利水者も対策
に協力

住民等の主体的な
避難を推進

経済被害の軽減も
強力に推進

盛土構造物の設置、
既存施設の活用
などによる

浸水範囲の限定を推進

水災害リスクが
より低い区域への誘導
・住まい方の工夫を推進

流域での今後の取り組み例

流域治水の取組の考え方

(3)利水ダムの事前放流
の拡大

・ 降雨予測技術の向上等
を踏まえた効果的な事前
放流の実施を検討 (9)災害危険区域等の指定、

集団移転
・水害リスク情報を踏まえ、
浸水被害のリスクが高い
区域では、災害危険区域
を設定し、高台等への集
団移転を検討

(12)河川事業とまちづくりの連携
・河川事業による宅地かさ上げにあわせ
周辺土地のかさ上げ、高さ増を実施

・遊水地の整備と高台等への集団移転を
一体的に実施

(4)水田貯留の普及・拡大
・実証事業を通じた効果
等の検証を実施、水田
貯留の普及・拡大

(7)森林の保全等
・関係者の連携による森
林の多面的機能の発揮に
向けた整備・保全を検討
・砂防関係施設、治山施
設の整備等を実施

：流域自治体、河川管理者等の
連携による流域治水の取組

(8)二線堤、自然堤防の保全
・ハザードエリアの危険度を
考慮した保全を検討

(6)雨水貯留・雨水浸透施
設等の整備

・公園や公共施設等にお
ける雨水貯留・雨水浸
透機能確保を検討

(5)ため池や農業水利施設
の有効活用

・ため池や農業用水路の
事前放流などの取組を
検討

(10)被災市街地復興推進
地域の指定等による
土地利用規制

・水害リスク情報を踏まえ、
家屋が密集し、浸水被害
のリスクが高い地域では、
土地の形質の変更、建物
の新築の許可制とする規
制を検討・実施

：河川管理者による取組

＋
(1)施設の運用技術の向上
・降雨予測技術の向上を踏
まえた洪水調節施設の操
作・運用の高度化を検討

(2)堤防強化
・洪水リスクを踏まえた
堤防強化の実施を検討

(11)流域タイムライン、
水防災意識の啓発・醸
成の取組

・関係機関の連携のもと作
成した「流域タイムライ
ン」による防災活動の着
実な実施、連携体制の構
築

これまでの取組

○気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流域
治水」へ転換。（特定都市河川浸水被害対策法等の流域治水関連法の改正：公布：R3.5.10 / 施行： R3.7.15又はR3.11.1】）

〇治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つ
の流域として捉え、地域の特性に応じ、「①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」をハード・ソフト一体で多層的に進める。

流域治水に係る今後の取組
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○球磨川本川の中流部から上流部及び最大支川の川辺川の各雨量観測所における降雨量は、６
時間雨量、１２時間雨量及び２４時間雨量において、戦後最大の洪水被害をもたらした昭和４０年
７月洪水や昭和５７年７月洪水を上回る降雨を記録した。

銚子笠(1,489m）

人吉市

球磨村

五木村

水上村

山江村

湯前町

あさぎり町

錦町

▲

芦北町

球磨川

川
辺
川

八代市

相
良
村

球磨川

多良木町

市房ダム

やつしろし

いつきむら

みずかみむら

ゆのまえまち

ちょう

にしきまち

やまえむら

さ
が
ら
む
らくまむら

ひとよしし

あしきたまち

いちふさ

たらぎまち

▲
※S55.4の観測開始以来最大の雨量

を観測

※S18.1の観測開始以来最大の雨量を観測

※S29.4の観測開始以来最大の雨量を観測

※S29.5の観測開始以来最大の
雨量を観測

注：降雨量の計測単位は年次等により異なる

(mm)

（たらぎ）

※本資料の数値は「速報値」であり、今後変更の可能性がある。

【令和2年7月豪雨】球磨川流域における豪雨の概要（観測雨量）
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そのなかで、利水専用のダム、発電専用のダムというのが、

球磨川流域もありますけれども、これらのダムについても、

治水のために協力をいただくというような対策を一緒にや

ろうとしています。 
ダムというのは、全部で大きく 3 種類あって、立野ダム

のように洪水調節専用のダム、普段は水を貯めていないダ

ムがあります。それから、多目的ダムといって、利水容量、

発電とか上水・工水のために、水を貯めておいて、渇水とか

になったときに補給をして、安定的に水利用のために使っ

ていただくため、普段水を貯めている容量と、普段は水を貯

めずに、洪水のときだけ水を貯めるための洪水調節容量、両

方を持っている多目的ダムというのがあります。このほか

に、国交省が管理していませんが、利水専用ダムということ

で、発電とか農業用水とか、上水・工水のために、水を貯め

ておくダムがあります。 

 

洪水調整の容量を持つ多目的ダムは全国で 570個ありま
す。利水ダムは目的が色々ありますが、全部で 900個あり
ます。あわせて、ダムとしては、1470個です。 

 

容量で見ると、洪水調節のための容量というのは全国で

約55億トンあります。一方で、利水のための容量というの
は、全体では180億トンあって、この差分の約125億トン
というのは、専ら利水のためですから、洪水調節に使ってな

い容量です。 

 

流域治水のなかで、利水ダムとして普段水を貯めている

ダムを、いざ大雨が来そうだというときには、事前放流とい

うかたちで、容量を空けてもらって、この分を洪水調節のた

めに使わせていただく。 
多目的ダムについても、洪水調節容量の下に、普段水を貯

めている利水容量がありますが、いざ大雨が降りそうだと

いう予報が出た場合には水を放流して空けてもらって、こ

の部分の容量も洪水調節のために、貯める容量として使わ

せていただく施策展開をしています。 
特に発電事業者さんが持っている発電ダムの容量は非常

に大きい場合があるのですけれども、ご協力いただいて、順

次協定を結んでいます。 

ダムの機能による分類

ダムの機能による分類

利水専用ダム

治水専用ダム

多目的ダム

工業用水、農業用水の確保、発電等を目的。

洪水調節を目的

洪水調節と、工業用水や水道用水の確保、発電等の
利水に加えて、渇水時の既得用水の補給や河川環境
の保全のための流量確保を目的。

治水専用ダム（いわゆる穴あきダム）

多目的ダム

堆砂容量

利水容量 （NＡＷＩP）

堆砂容量

利水容量

（Ｐ）（W）（Ａ）
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治水容量（Ｆ）

目的 所管 管理者 ダム数 合計

治水等
（多目的） 国土交通省

国土交通省 104

570
（約4割）水資源機構 24

都道府県（土木部局） 442

利水

発電 エネ庁所管 電力会社、都道府県(企業局) 等 390（※）

900
（約6割）

農業 農水省所管
農政局、都道府県(農林部局)、

土地改良区 等
422（※）

水道 厚労省所管
都道府県(水道部局)、
市町村(水道部) 等 77（※）

工業 経産省所管 都道府県企業局等 11（※）

※令和2年4月時点

計：1,470ダム

○ 我が国には、治水を目的に含む570の治水等（多目的）ダムと、水力発電や農業用水・水道など専ら水利用（利
水）を目的とする900の利水ダム、合わせて1,470のダムがある

※複数の目的を有するダムの場合、ダム管理者の属性で整理。

多くの用途に使われている我が国のダムの状況
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ダム数
利水容量 合計

洪水調節容量

利水容量

堆砂容量

洪水吐

電所 堆砂容量

利水容量

全国の利水ダムの容量

3割）

20

ダム数
利水容量 合計

洪水調節容量

利水容量

堆砂容量

洪水吐

電所 堆砂容量

利水容量

全国の利水ダムの容量

3割）
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ダムの機能による分類

ダムの機能による分類

利水専用ダム

治水専用ダム

多目的ダム

工業用水、農業用水の確保、発電等を目的。

洪水調節を目的

洪水調節と、工業用水や水道用水の確保、発電等の
利水に加えて、渇水時の既得用水の補給や河川環境
の保全のための流量確保を目的。

治水専用ダム（いわゆる穴あきダム）

利水専用ダム治水専用ダム 多目的ダム

堆砂容量

利水容量

■洪水調節（Ｆ） ■流水の正常な機能の維持（Ｎ）

■都市用水（水道（W）・工業用水（Ｉ）） ■発電（Ｐ）

■かんがい用水（Ａ）

（NＡＷＩP）

堆砂容量

利水容量

（Ｐ）（W）（Ａ）

※ダムの持つ機能のうち治水機能に特化した目的で
建設される常時水を貯める必要のないダムの形態

18

治水容量

（Ｆ）

治水容量（Ｆ）

立野ダム（下流より上流を望む）

R5.5.27撮影

○ 全国の治水等多目的ダム、利水ダムには、約180億m3の水を貯めることが可能（※１）であるが、水力
発電、農業用水、水道等のために必要な水を貯めておくための容量が大きく、河川の氾濫の防止を目的として
洪水を貯めるために確保している容量(※２)はダム全体の約3割（約55億m3）にとどまっていたところ

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

570 5,509 5,985 11,494

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

900 0 6,790 6,790

洪水調節容量

利水容量

堆砂容量

洪水吐

発電所 堆砂容量

利水容量

全国の治水等（多目的）ダムの容量 全国の利水ダムの容量

※令和2年4月時点

○治水等（多目的）ダムの貯留模式図 ○利水ダムの貯留模式図

※1 有効貯水容量
※2 洪水調節容量

合計：約 55憶ｍ３（約3割）
合計：約180憶ｍ３

多くの用途に使われている我が国のダムの状況
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○ 全国の治水等多目的ダム、利水ダムには、約180億m3の水を貯めることが可能（※１）であるが、水力
発電、農業用水、水道等のために必要な水を貯めておくための容量が大きく、河川の氾濫の防止を目的として
洪水を貯めるために確保している容量(※２)はダム全体の約3割（約55億m3）にとどまっていたところ

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

570 5,509 5,985 11,494

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

900 0 6,790 6,790

洪水調節容量

利水容量

堆砂容量

洪水吐

発電所 堆砂容量

利水容量

全国の治水等（多目的）ダムの容量 全国の利水ダムの容量

※令和2年4月時点

○治水等（多目的）ダムの貯留模式図 ○利水ダムの貯留模式図

※1 有効貯水容量
※2 洪水調節容量

合計：約 55憶ｍ３（約3割）
合計：約180憶ｍ３

多くの用途に使われている我が国のダムの状況
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一方で、ちょっとごちゃごちゃ書いてますけれども、温暖

化への対応として、政府は2050年カーボンニュートラルを
打ち出しています。段階目標として、「2030年には二酸化炭
素の排出を、46.6％削減していきましょう」と打ち出してい
ます。そういうなかで水力発電というのは、再生可能エネル

ギーとして、非常に重要だと、少し書かれています。 
先ほど、治水強化のために、発電ダムで容量を空けて協力

をいただくと説明をしました。結果として、発電量は減って

しまう可能性が出てくるのですね。確実に雨が降れば、雨に

よって容量を戻せますけど、雨が降らなければ容量は戻ら

ないので、それによって発電ポテンシャルが減ってしまい

ます。一方で再生可能エネルギーをしっかりと使っていき

ましょう、そのなかで水力発電は大事ですねという議論が

出てきたことも踏まえて、 

 

ダムの運用も、治水にだけ一方的に協力してもらうのでは

なくて、逆に、発電を増やす方にも協力出来ないかというよ

うな議論を並行してやっています。 

 

こちらについて説明すると、多目的ダムの運用イメージ

ですが、上は洪水調整のための容量で、下は利水容量です。 
先ほど話した出水期では、いざ雨が降りそうだというこ

とになると事前放流していただいて協力をしますけれども、

一方で、非出水期、大体11月から5月ぐらいまでは、むし
ろダムにたくさん水を貯めて水位を高くして、発電量を増

やすことで、増電につなげることをして、治水と水力発電が

お互いウィン・ウィンになるような運用を何とか出来ない

かという取組をしています。ダムの運用における治水と水

力発電、再生エネルギーという政策の連携だというふうに

思ってもらったらいいかと思います。流域治水のなかでの

取組の派生として、こういった連携もしていこうとしてい

る状況です。 

○ 水力発電、農業用水、水道等のために確保されている容量も活用して、河川の氾濫による被害を軽減する
取組を関係省庁と連携して実施

○ 水力発電、農業用水、水道等のために確保されている容量には、通常、水が貯められていることから、台風
の接近などにより大雨となることが見込まれる場合に、大雨の時により多くの水をダムに貯められるよう、河川の
水量が増える前にダムから放流して、一時的にダムの貯水位を下げておく 「事前放流」が必要

洪水調節容量

非常用洪水吐ゲート

常用洪水吐

平常時最高貯水位

利水容量

洪水吐ゲー
ト

発電
所 堆砂容量

降雨による増水を貯留

事前放流による水位低下
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再生可能エネルギーの導入拡大に向けた関係府省庁連携アクションプラン（概要）

「再生可能エネルギー・水素等閣僚会議(第３回)」(2023年4月4日)会議資料より抜粋

○ 気候変動に適応した多目的ダム等の治水機能の強化を官民連携の新たな事業体制で実施するとともに、
カーボンニュートラル（緩和）、地域振興との両立を図る。

水力発電の促進（民間） 地域振興（民間・自治体）治水機能の強化（国等）

・運用高度化による治水への有効活用
・放流設備の改造・嵩上げ、堆砂対策

・運用高度化等による安定した
発電水量の確保
・発電施設の新設、増強
・ダム湖の冷水の活用

・ダム周辺遊休地等の活用
・発生した電力を活用した地域振興

例：SPC設置（発電に新たに参画する企業等）

治水機能強化とｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙへの貢献

地域振興

例）発電容量に応じた資金負担ルール等の検討【新しい資金調達方
法】

例）参画企業が持続的な地域振興を現地で展開 【民間ノウハウ活用】

【平常時：発電最大化】 【洪水時：治水最大
化】

気象・IT技術を活用した高度運用

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ容量 治水容量

【電力の活用例】
・データセンター
・地域交通（電気バス）等

【地域振興例】

遊休地を活用した
太陽光発電 等

【発電設備例】

ダム事業の従来のプレイヤー

河川管理者（国、水機構）
利水者（発電、水道事業者等）
地元自治体 等

取組のポイント（従来との違い）
官民連携の強化

新たなプレイヤー

発電に新たに参画する企業
（例えば脱炭素に取り組む
企業等）

新たな投資の仕組み

例）気候変動に適応する洪水調節機能の増強や運用高度化等
【ハイブリッド容量の設定】

新たな事業体制の構築

官民連携によるハイブリッドダムの展開

令和４年度のサウンディング（官民対話）における民間からの意見・提案も踏まえ、
令和５年度には具体の地区を想定したフィージビリティ・スタディを行い、事業化に向けた検討を推進

iStock:LeoPatrizi iStock:gorodenkoff

官民連携の新たな枠組みによるハイブリッドダム

23

晴天が
続くと
予測

○2050年カーボンニュートラル実現等に向け、既存ダムを活用し、再生可能エネルギー創出を促進
○国土交通省や水資源機構が管理するダムにおいて、最新の気象予測技術を活用し、洪水期ではない冬季で大雨が予測されな
い場合に、貯水位を高い状態で維持し、水力発電に活用することや、農業用水や水道等の水利用の供給安定性向上に寄与
することについて、令和４年度までに４ダムで試行予定

ダムの水位

洪水期
（梅雨期～台風期）非洪水期 非洪水期

水
位
を
上
げ
る

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

治水優先治水と利水をバランス 治水と利水をバランス

期間（年間）

＜ダムの運用イメージ＞ 従来の運用

予測の活用により可能となる運用

晴天が
続くと
予測

水
位
を
上
げ
る

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

これまでは非洪水期も
洪水時以外は貯めない

これまでは非洪水期も
洪水時以外は貯めない

Ｂｅｆｏｒｅ

Ａｆｔｅｒ

Ｂｅｆｏｒｅ

Ａｆｔｅｒ

洪水に備え、洪水時
以外は貯めない

洪水調節
容量

利水
容量

洪水吐
ゲート

発電
放流管

貯水位が上がると、発電量が
増し、農業･水道等水利用の
供給安定性向上にも寄与

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

事前放流

※後に貯水位を回復

利水機能の強化に資するダム運用の高度化（非洪水期の弾力的な運用）

25

○ 水力発電、農業用水、水道等のために確保されている容量も活用して、河川の氾濫による被害を軽減する
取組を関係省庁と連携して実施

○ 水力発電、農業用水、水道等のために確保されている容量には、通常、水が貯められていることから、台風
   の接近などにより大雨となることが見込まれる場合に、大雨の時により多くの水をダムに貯められるよう、河川の
水量が増える前にダムから放流して、一時的にダムの貯水位を下げておく 「事前放流」が必要

洪水調節容量

非常用洪水吐ゲート

常用洪水吐

利水ダムにおける事前放流治水等（多目的）ダムにおける事前放流

平常時最高貯水位

利水容量

利水容量

洪水吐ゲー
ト

発電
所 堆砂容量堆砂容量

事前放流により水位を低下させて
さらに大きく空き容量を確保

降雨による増水を貯留

事前放流により水位を低
下させて空き容量を確保

降雨による増水を貯留

事前放流による
水位低下

事前放流による水位低下

ダムの使い方を見直し、洪水を貯める機能を強化する方法

21
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少し飛んでいただいて28ページですけれども、ダムにつ
いては、観光資源としてポテンシャルを持っています。関東

の宮ヶ瀬ダムのように、観光放流なんかをして、それを見に

来る観光客の皆さんがいっぱいいるということで、特に水

源地域の観光資源の少ない地域にとっては、使い方によっ

ては、観光資源にもなるのではないかと。観光資源として使

っていただくということも地域の皆さんと連携をして進め

ており、事例もたくさんあります。 

 

立野ダムについても、ダムを建設する段階から、関係する

皆さんと色んな議論を重ねて、インフラツーリズムと称し

て、 

 

運用開始後も観光資源として、どう使っていただくのか議

論をします。関連グッズの販売も、地域の皆さんでやってい

ただくことなど取り組みを進めています。 

 

残りの時間で、今度は道路関係の政策間連携の話を少し

させていただければと思います。 
道路整備そのものは、社会情勢が人口増加あるいは高度

経済成長期には、とにかく道路についてネットワークとし

ての整備をしてほしい、あるいは渋滞対策事故対策をしっ

かりとしてほしいということで、移動時間の短縮に主眼を

置いて、それに応える道路整備をしっかりしていくことが

求められていました。。 
その後、2000年代に入って、人口それから経済成長が横

ばいになっていき、少しニーズも多様化してきました。電線

類は、防災とか景観の観点から、地中化をするとか、バリア

フリーを推進してほしい、あるいは自転車の環境創出みた

いなニーズも出てきました。 
そして、最近では、人口減少と超高齢化社会の到来を迎え、

さらに、ニーズは広がってきて、道路空間はせっかくある空

間なのだから、にぎわい創出のために使いたい。シェアリン

●自然の中に巨大な構造物があるという非日常感

●地震大国日本で壊れない巨大構造物を造れる日本
の技術力を実感

●「この水を飲んでいるんだ」「このダムによって水害か
ら守られているんだ」など、自分とのつながりを実感

●特に、工事中のダムでは、現場が日々変化

（⇒今しか見れない魅力）

取組の視点

①地域や旅行会社等と連携した取組

②夜や朝の取組、宿泊者への特典などによる長時間滞在

③官主導から地域主導の持続的な取組への転換

ダムツーリズム ～ダムを観光資源として地域と連携して活用～

ダムの観光資源としてのポテンシャル

ダム建設現場の見学

川上ダム建設現場の見学

観光放流イベントの実施

観光放流（宮ヶ瀬ダム）
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南阿蘇 立野ダムインフラツーリズムの実践
～地元密着・自立運営型での商品開発と運営～

立野ダム

熊本市内へと流れる白川の氾濫を防ぐことを目的とした流水
型ダム2023年の完成を目指して24時間体制で建設中

3つのキーワード

南阿蘇村は平成28年熊本地震の被災エリアとして備
えることの大切さを発信しつづけてきた。
さらに近年多発する豪雨災害を受け「防災」への注目
は高まっている。

阿蘇・立野峡谷ツーリズム推進協議会

企画部会

住
民

農
林

宿
泊

交
通

商
工

飲
食

行
政

３
セ
ク

事業・企画主体 アイディア・意見出し

阿蘇の観光資源と立野ダムを連動させ、地域振興に
資することを目的に、地域住民や地元自治体、ダム工
事事務所など幅広い関係者で構成する「立野峡谷
ツーリズム推進協議会」を平成30年４月に設立。

つたえる

つながる

つづける

被災地として伝える「防災」

立野ダムを中心とした地域連携

継続・持続できる仕組みづくり

つたえる –被災地としての使命
つながる –立野ダムを中心として

地域・事業者・行政が連携
つづける –持続可能にする

仕組みづくり

・ガイドツアーについては協議会ではなく、（一
般社団法人）みなみあそ観光局が主体

・主催、責任者を明確にし、イベント的な一過性
ではない仕組みづくり。

南阿蘇村

ガイド

ガイド

ガイド

旅行代理店 学校・企業

利用者

立野ダム

【立野ダム建設事業】「阿蘇・立野峡谷」ツーリズム推進協議会による取組み

29

つづける –持続可能にする仕組みづくり

行政

ガイド ガイド

依頼 ・調整

認定 （ガ イ ドの質を担保）

ガイド

JTB九州オプションツアーとして販売 阿蘇青少年の家と連携した防災プログラム

ツアープログラムは（一社）みなみあそ観光局がオーナーとなり実施。
主催・責任者を明確し、内容・販売価格の決定権をもつことで収益性も確保し、
継続・再現性のあるツアーを提供している。

行政

ガイド

ダム事務所

ツアー参加者

認定 研修

価値提供

●ガイド育成

・阿蘇の地質や自然に知見をもつジオガイドを対象とし、ボランティアに
依存しない「有償」ガイドを採用。

・定期的（年２回程度）に、国土交通省のダム工事事務所職員が講師として、
ダムの構造や建設現場の理解を促す研修を行うとともに、建設現場の進
捗状況の確認も合わせて実施。

・行政（南阿蘇村）が認定を行うことで質を担保

ダムカレー 焼酎・日本酒 ジャム

缶バッチ ダム本体図面がプリントされた
トートバックにTシャツ

旅行代理店 学校・企業

利用者

依頼プログラム提供

有料で実施するスキームを構築
＝持続性の仕組み

研修を実施し、建設現場の進捗も確認

企画部会からのアイデアを受け、様々なグッズを開発・販売

南阿蘇村長からの認定書交付

【立野ダム建設事業】「阿蘇・立野峡谷」ツーリズム推進協議会による取組み

30

道路空間への多様なニーズの実現

1960年 2000年 2020年 2040年1980年

人口増加、高度経済成長期 人口減少・超高齢化社会人口・経済成長は横ばい

道路ネットワークの整備

電線類地中化（防災、景観）
バリアフリーの推進

安全で快適な自転車交通環境の創出

身近な道路の安全確保 等

渋滞対策、事故対策 等

道路空間における賑わいの創出
シェアリングサービスの展開
新たなモビリティの登場 等

ニーズの増大と多様化

○ 世の中のニーズに応じて道路施策は多様化

31
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グサービスの展開をしたい。あるいは新たなモビリティみ

たいなものも登場してきて、それに対応する道路の使い方

といったニーズも出てきています。 

 

そういうなかにあって、歩行者利便増進道路制度という

制度をスタートしています。平仮名にして、略して「ほこみ

ち」というふうに言っています。「歩行者のための道、安心

して歩ける、楽しく過ごせる道、人がほっこりする道」とい

うことで、道路を指定して道路空間を有効に、にぎわいのあ

るものとして使っていただく制度です。 

 

これは道路法上、必要な歩道の幅員ですが、これをさらに

広げて、広げた部分を歩行者の利便性増進のために使って

いただきましょうということです。 

 

例えば神戸市では、ベンチをこういうふうに設置をして

いるとか、松山市では広げた空間でにぎわいとか、憩いの空

間ということで物販等もやっていただいたりしています。 

 

新潟では、自動車の路上のパーキングメーターを撤去し

て、駐輪場としてその空間を使っていただくと、こういうよ

うな地域の実情に応じた使い方、特に歩行者の利便性に重

点を置いた使い方を広く追求しています。 

 

海外の事例では、もっと積極的に、歩行者のための道路展

歩行者利便増進道路（ほこみち）について

歩行者利便増進道路制度とは
賑わいのある道路空間を構築するための道路の指定制度

ほこみち ← ほこうしゃりべんぞうしんどうろ

…歩行者のためのみち
安心して歩ける、楽しく過ごせるみち
歩く人がほっこりする

そんな「みち」になったらいいなという願いを込めました

33

歩行者利便増進道路（ほこみち）のイメージ

【新たな構造基準の

バリアフリー基準

・車いす同士がす
歩道の有効幅員 （
ｍ以上）を確保

歩行者の利便増進を

有

歩行者利便
増進施設

歩行者利便増進道路（ほこみち）の事例

葺合(ふきあい)南54号線歩道を拡幅しベンチを設置（兵庫県神戸市）

花園町通り賑わい・憩い空間づくり（愛媛県松山市）
35

歩行者利便増進道路（ほこみち）の事例

三宮中央通りオープンカフェ（兵庫県神戸市） 御堂筋の賑わい空間創出（大阪府大阪市）

路上のパーキングメーターを撤去した駐輪場（新潟県新潟市）人がくつろげるみち「ふくみち」（福井県福井市）
36

世界のシェアードスペース

シェアードスペース ＝ 歩車共存の空間

アメリカ オークランド

オランダ ナールデン

イギリス ブライトン

自動車に速度制限
信号を設置しない
路面を一体化

歩車分離の廃止
自動車のスピード低下

アメリカ オークランド

歩車分離の廃止
自動車のスピード低下

37

歩行者利便増進道路（ほこみち）のイメージ

2.753.0
有効幅員

1.5
植樹帯

2.0 3.25
車道

3.25
車道

2.0 1.5
植樹帯

W=25.0m

自転車
通行帯
(路肩含む)

自転車
通行帯
（路肩含む）

3.0
有効幅員

5.75
歩道

5.75
歩道2.75

賑わいを目的
とした空間

賑わいを目的
とした空間

【新たな構造基準のイメージ】

バリアフリー基準

・車いす同士がすれ違える
歩道の有効幅員 （２．０
ｍ以上）を確保

バリアフリー基準

・透水性舗装を活用し、平
坦で滑りにくく水はけが
良い仕上げとする

バリアフリー基準

・歩道の縦断勾配
５％以下（特例値８％）
・歩道の横断勾配
１％以下（特例値２％）

バリアフリー基準

・植樹帯や並木や柵の設置

・縁石の設置
高さ１５ｃｍ以上

歩行者の利便増進を図る空間 歩行者の利便増進を図る空間

有効幅員 勾配
歩道と車道
の分離

舗装

歩行者利便
増進施設

歩行者利便
増進施設

歩道の中に「歩行者の利便増進を図る空間」を定めることが可能に！

34
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開をしているという事例もありますので、将来的にはこう

いう展開を進めていきたいですね。 

 

それから、皆さんお聞きになったことあると思いますが、

道の駅についてです。 
道の駅は、もともとは、特にトリップ長が長い（長時間道

路を移動する）皆さんへのサービスということで、駐車場を

整備して休憩をしていただく、そのために、駐車場やトイレ

を道路管理者が設置をするということでそれに隣接をして、

民間の皆さんに、お店を出していただくことなどで、とにか

く道路を利用する方、自動車を運転する方へのサービスと

いうことでスタートしました。 
道の駅で民間の方に色んな使い方をしていただくという

ことを進めてきた結果として、そこに入っている商業施設

などを目的に、道の駅に来ていただく。道の駅自体が目的地

になってきたというのが、2013年ぐらいからの第２ステー
ジです。 
そして最近ですが、さらに道の駅について、地域の観光等

を加速する拠点ということで、地域の実情に合った、さらな

る広い使い方をしたいという話が出てきていて、第３ステ

ージと言ってますが、地域の特性に合った使い方をどんど

んしていただきましょうと。例えば、防災拠点として、道の

駅を使っていただく。あるいは、子育て支援施設を併設して、

地域センター化して使っていただくといったことを、全国

でモデルプロジェクトとして実証して、横展開していくこ

とを進めています。 

 

全国でこれだけ、道の駅の中から選定をして、防災機能を

強化し、道の駅を防災拠点として、いざ、広域的な災害があ

ったときには自衛隊とか警察、あるいは、私ども国交省が派

遣する「TEC-FORCE（テックフォース）」の活動拠点にし
ていただくといった使い方をするために、必要な改良・整備

をする。防災に重点を置いた防災道の駅というモデル事業

を重点的に始めています。 

 

こういうイメージですね。防災道の駅ということで、具体

的には、猪苗代の事例ですが、平常時のサービスに加えて防

災拠点としての機能を付加することも進めています。 

「道の駅」第３ステージの推進

第１ステージ
（１９９３年～）

から
第３ステージ
（２０２０年～）

第１ステージ
（１９９３～）

第２ステージ
（２０１３～）

第３ステージ
（２０２０～）

【ニューノーマル対応】 【防災機能強化】 【地域センター化】

▲「防災道の駅」 ▲子育て応援施設の整備▲キャッシュレス

運営」と「地域全体の発展」の実現
モデルプロジェクトを実施し、得られ
国展開

○老朽化、コロナ禍など
「道の駅」の底上げを
を強化

・現場の運営管理等の様々

・モデルプロジェクトの課題

○地域全体の発展

地域課題の解決方
策を検討し、地域全
体の発展に寄与

【モデルプロジェクト実施場所】

「とみうら」（千葉県南房総市）

「道の駅」の防災機能強化

こうえん

てしお

(北海道天塩町)
てしおちょう

さるふつ公園

(北海道猿払村)
さるふつむら

ニセコビュープラザ

(北海道ニセコ町)
ちょう

厚岸グルメパーク

(北海道厚岸町)
あっけしちょう

あっけし

しちのへ

(青森県七戸町)
しちのへまち

いいで

(山形県飯豊町)
いいでまち

協和

(秋田県大仙市)
だいせん

きょうわ

猪苗代
いなわしろまち

(福島県猪苗代町)

いなわしろ

遠野風の丘

(岩手県遠野市)
とおの

とおの かぜ おか

みぶ

(栃木県壬生町)
みぶまち

やちよ

(千葉県八千代市)
やちよ富士川

(山梨県富士川町)
ふじかわちょう

ふ じ かわ

川場田園プラザ

(群馬県川場村)
かわばむら

かわ ばでんえん

奥久慈だいご

(茨城県大子町)
だいごまち

おく く じ

あらい

(新潟県妙高市)
みょうこう

のと里山空港

(石川県輪島市)
わじま

さと やま くうこう

パレットピアおおの

(岐阜県大野町)
おおのちょう

とよはし

(愛知県豊橋市)
とよはし

朝霧高原

(静岡県富士宮市)
ふじのみや

あさ ぎり こうげん

伊勢志摩

(三重県志摩市)
しま

い せ し ま

すさみ

(和歌山県すさみ町)
ちょう

越前おおの荒島の郷

(福井県大野市)
おおの

えちぜん あらしま さと

せせらぎの里こうら

(滋賀県甲良町)
こうらちょう

さと

但馬のまほろば

(兵庫県朝来市)
あさご

たじま

中町（仮称）

(奈良県奈良市)
なら

なかまち

ソレーネ周南

(山口県周南市)
しゅうなん

しゅうなん

みやま公園

(岡山県玉野市)
たまの

こうえん

いたの

(徳島県板野町)
いたのちょう

天空の郷さんさん

(愛媛県久万高原町)
くまこうげんちょう

てんくう さと

滝宮
あやがわちょう

(香川県綾川町)

たきのみやあぐり窪川

(高知県四万十町)
しまんとちょう

くぼかわ

させぼっくす99
(長崎県佐世保市)

させぼ

たのうら

(熊本県芦北町)
あしきたまち

たるみずはまびら

(鹿児島県垂水市)
たるみず

うきは
(福岡県うきは市)

ゆふいん

(大分県由布市)
ゆふ

都城
みやこのじょう

(宮崎県都城市)

みやこのじょう

小坂田公園

(長野県塩尻市)
しおじり

おさかだこうえん

西条のん太の酒蔵

(広島県東広島市)
ひがしひろしま

さいじょう た さかぐら

（令和3年6月11日選定）

広域防災拠点の機能強化事例

▲BCPに沿った防災訓練

▲可動式コンテナの事例（左：トイレ、右：カプセルベッド）

平常時に休憩や地域振興等のサービス提供を行
うとともに、災害時に被災地へ運搬して広域的に
活用することが可能な、可動式コンテナの活用な
どを検討

貯水槽

給水施設
無停電化

（非常用自家発電
機）

防災倉庫
（備蓄倉庫）

電源自立型空調GHP
非常用小型ガス発電機

原」（静岡県富士宮市） 道の駅「猪苗代」（福島県猪苗代町）

原」は、南海トラフ地震における進出拠点や物資輸送拠点に位置付けられており、電
ためのハード整備を行うとともに、ＢＣＰを策定し、関係機関が連携した訓練を実施
は、防災道の駅への選定を契機に、猪苗代町が協議会を設置し、防災・交通・地域活
官民で検討。可動式コンテナの設置について、民間団体が猪苗代町とともに検討中

「道の駅」第３ステージの推進

第１ステージ
（１９９３年～）

から
第３ステージ
（２０２０年～）

第１ステージ
（１９９３～）

第２ステージ
（２０１３～）

第３ステージ
（２０２０～）

【ニューノーマル対応】 【防災機能強化】 【地域センター化】

▲「防災道の駅」 ▲子育て応援施設の整備▲キャッシュレス

＜最近の取組例＞

道の駅が『地方創生・観光を加速する拠点』となり、ネットワーク化を通じて活力ある地域デ
ザインにも貢献するため、「道の駅」第３ステージの取組を推進

『通過する道路利用者の
サービス提供の場』

『道の駅自体が目的地』

『地方創生・観光を加速する拠点』へ
＋ ネットワーク化で活力ある地域デザインにも貢献

○ 「道の駅の安定運営」と「地域全体の発展」の実現

方策を探求するモデルプロジェクトを実施し、得られ
たノウハウを全国展開

○老朽化、コロナ禍など全国的な課題に対応するため、
「道の駅」の底上げを図るハード・ ソフトの現場支援
を強化

・現場の運営管理等の様々なノウハウを「道の駅」同士で共有

・モデルプロジェクトの課題を含め、幅広く現場支援方策を検討

▲売場構成を工夫し、
魅力度向上

▲PFIを活用した施設のリニューアル
（道の駅「むつざわスマートウェルネスタウン・道の駅・つどいの郷）

利用実態を動的ビッグデータ等により把
握・分析し、効果的な取組を推進

○道の駅
の安定運営

新サービス展開に
よる経営の安定化

○地域全体の発展

地域課題の解決方
策を検討し、地域全
体の発展に寄与

○利用者視点

【モデルプロジェクト実施場所】

「とみうら」（千葉県南房総市）

「もてぎ」（栃木県茂木町）
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広域防災拠点の機能強化事例

▲BCPに沿った防災訓練

▲可動式コンテナの事例（左：トイレ、右：カプセルベッド）

平常時に休憩や地域振興等のサービス提供を行
うとともに、災害時に被災地へ運搬して広域的に
活用することが可能な、可動式コンテナの活用な
どを検討

貯水槽

至

猪
苗
代
磐
梯
高
原
IC

給水施設
無停電化

（非常用自家発電
機）

防災倉庫
（備蓄倉庫）

電源自立型空調GHP
非常用小型ガス発電機

ヘリポー
ト

（参考）道の駅「猪苗代」
地域創生推進協議会

(R3.11設置)
会長 猪苗代町（副町長）
委員 福島県

国土交通省東北地方
整備局
国土交通省郡山国道
事務所
猪苗代町商工会
猪苗代町観光協会
道の駅「猪苗代」

オブザーバー
医療・防災産業創生
協議会

非常用発電設備

▲ハード整備

▲広域支援のイメージ

道の駅「朝霧高原」（静岡県富士宮市） 道の駅「猪苗代」（福島県猪苗代町）

※災害時の活用イメージ：トイレ、避難者・救援者の宿泊・休憩、
避難所、シャワー、炊き出し 等

 「朝霧高原」は、南海トラフ地震における進出拠点や物資輸送拠点に位置付けられており、電力・通信・水の
確保等のためのハード整備を行うとともに、ＢＣＰを策定し、関係機関が連携した訓練を実施

 「猪苗代」は、防災道の駅への選定を契機に、猪苗代町が協議会を設置し、防災・交通・地域活性化に向けた
取組みを官民で検討。可動式コンテナの設置について、民間団体が猪苗代町とともに検討中

衛星電話

写真提供：コトブキシーティング株式会社
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それから、別の取組ですが、地域の子育て支援の拠点とし

て、道の駅の中に応援施設を地域でつくって、利用をしてい

ただくということもあります。この道の駅は、幹線道路から

だけではなく、生活道路からもアクセスできるようになっ

ています。地域の方に、子育て支援のための施設を併設して

使っていただくということを進めている道の駅もあります。 

 

第 3 ステージということで、さらに、色んな地域の皆さ
んのニーズを踏まえて道の駅そのものの利用目的を広げる、

その地域にとって必要な施策と連携を図って、使い方を広

げていくということをやっています。 

 

 それから、今日の主題と関連しますが交通モードをつな

ぐような交通拠点の整備を、道路と接続するところについ

ては、国交省側からもアプローチして進めている事例があ

ります。鉄道駅を中心とした交通拠点ということで、バス、

タクシー、LRTとの接続の改良をして利便性を高めている
事例。高速道路のインターチェンジと近傍の交通拠点とを

結び、アクセスをよくする整備をしている事例などがあり

ます。道の駅との連携の事例、あるいは新たなモビリティと

いうことで、シェアサイクルとかですね、カーシェアの拠点

をつなぐような交通拠点の整備を進めている事例もありま

す。 

 

隣に桜町バスターミナルができていますが、バスターミ

ナル整備ということで、 

子育て支援の拠点となる「道の駅」（取組例）

おおの

地域振興施設

公園・イベント広場

駐車場

バス
停留所

トイレ
・情報館

電気自動車
充電施設

（主）岐阜関ヶ原
線

子育て応援施設
（子育てはうす「ぱすてる」）

況 親子でのおやつ作り教室の状
況

「道の駅」第３ステージ 新たな取組（イメージ）

利用実態を動的ビッグデータ等により
把握・分析し、効果的な取組を推進

○地域や道の駅の課題

○地域活性化ビジョン

利用者年代割合利用者推
移

利用者居住地分布

○道の駅の安定運営

新サービス展開に
よる経営の安定化

○地域全体の発展

地域課題の解決方策を検
討し、地域全体の
発展に寄与

○「道の駅」を牽引する自治体、制度を所管する国、「道の駅」内外のネットワークを持つ

全国道の駅連絡会が協働し、「道の駅の安定運営」と「地域全体の発展」の実現方策を探求する
モデルプロジェクト

○老朽化、コロナ禍など全国的な課題に対応するため、「道の駅」の底上げを図る現場支援を強化

・現場の運営管理等の様々なノウハウを
「道の駅」同士で共有

・モデルプロジェクトの課題を含め、幅広く
現場支援方策を検討 ▲売場構成を工夫し、

魅力度向上
▲新しい商習慣の
キャッシュレス決済

▲PFIを活用した施設のリニューアル
（道の駅「むつざわスマートウェルネスタウン・
道の駅・つどいの郷）

○利用者視点

【実施場所】

「とみうら」（千葉県南房総市）

「もてぎ」（栃木県茂木町）

得られたノウハウを全国展開
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多様な交通モードをつなぐ様々な規模・タイプの交通拠点

 鉄道駅や道の駅、SAPA、IC近傍に併設した拠点、バスの乗り継ぎ等を目的として独立して設置され
た拠点など、多様な交通モードをつなぐ様々な規模・タイプの交通拠点が存在

 将来の国土形成を見据え、地域の実情に応じて、交通拠点の機能強化、連結強化を図る必要

鉄道駅を中心とした交通拠点

点

アリングモビリティや自動運
ル
たま新都心バスターミナル（さいたま市）

高速バス、カーシェア、シェアサイク
ル、シェアスクータと接続

シェアスクータ

カーシェア

バス

※バスの乗継等を目的として
独立して設置された交通拠点
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バスタプロジェクトマップ （2023.4.1時点）

（東京近郊

【凡例】

高速道路

国道

バスタ新宿
H28.4開業

渋谷駅周辺

八王子駅

周辺

横浜青葉

IC周辺

追浜駅交通

ターミナル
R3.4事業化

品川駅西口

基盤整備
H31.4事業化

東京都

神奈川県

千葉県

富浦IC周辺

C

C

B

C

C

埼玉県 大

 

静岡駅周辺

鉄四日市駅

交通ターミナル
R3.4事業化
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子育て支援の拠点となる「道の駅」（取組例）

おおの

地域振興施設

公園・イベント広場

駐車場

バス
停留所

トイレ
・情報館

電気自動車
充電施設

（
主
）
岐
阜
巣
南
大

野
線

（主）岐阜関ヶ原
線

子育て応援施設
（子育てはうす「ぱすてる」）

○ 「道の駅」内に子供が安心して遊べるキッズルームや図書ルームを整備するとともに、親子教室や子育てに

関する相談・講習を実施し、地域の子育て世代を幅広く応援。

○ 開業１年余りで子育て応援施設の利用者は約１０万人※。

○ 木の遊具や玩具をふんだんに取り入れており、県内外問わず多くの方が利用。「朝から子育て応援施設で

遊んだ後、地域振興施設でお昼ご飯や食材等の買い物をして、一日楽しむことができる」などの声もある。

パレットピアおお
の

子育て応援施設
（子育てはうす「ぱすてる」）

施設全景 施設平面図

子育て応援施設外観

岐阜
県

東海環状自動車道

子供が安心して遊べるキッズルーム あかちゃんから小学生までを
対象とする図書ルーム

親子教室の状況 親子でのおやつ作り教室の状
況

※令和元年8月末時点

【平成３０年７月 オープン】

「パレットピアおおの」

（岐阜県大野町）
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バスタプロジェクトマップ （2023.4.1時点）

（東京近郊）

【凡 例】

高速道路

国道

バスタ新宿
H28.4開業

渋谷駅周辺

八王子駅

周辺

横浜青葉

IC周辺

追浜駅交通

ターミナル
R3.4事業化

品川駅西口

基盤整備
H31.4事業化

東京都

神奈川県

千葉県

茨城県

潮来IC周辺

富浦IC周辺

C

C

C

B

C

C

埼玉県 大宮駅周辺

● 供用中 ＜１箇所＞
● 事業中 ＜７箇所＞
調査中（事業計画の検討） ＜－箇所＞
調査中（整備方針の検討） ＜３箇所＞
調査中（機能強化の必要性等の調査） ＜１２箇所＞

A
B
C

神戸三宮駅

交通ターミナル
R2.4 事業化

新潟駅交通

ターミナル
R2.4事業化

西鉄久留米

駅周辺

呉駅交通

ターミナル
R3.4事業化

松山都市圏

津駅周辺 静岡駅周辺

C

C
C

B
C

B

近鉄四日市駅

交通ターミナル
R3.4事業化

札幌駅交通

ターミナル

R5.4新規事業化

C

沖縄市胡屋・中央地区

C

C

名護漁港周辺
R5新規調査（C）

長崎市中心部

R5ステップアップ（C→B）

びわこ文化公園都市周辺

仙台駅周辺

44

多様な交通モードをつなぐ様々な規模・タイプの交通拠点

 鉄道駅や道の駅、SAPA、IC近傍に併設した拠点、バスの乗り継ぎ等を目的として独立して設置され
た拠点など、多様な交通モードをつなぐ様々な規模・タイプの交通拠点が存在

 将来の国土形成を見据え、地域の実情に応じて、交通拠点の機能強化、連結強化を図る必要

鉄道駅を中心とした交通拠点

田名バスターミナル（相模原市）

〇道の駅等と一体となった交通拠点や路線バスの乗り継ぎ拠点

高速道路内及び近傍の交通拠点

道の駅等の交通拠点

新たなモビリティと連携した交通拠点

高速基山バス停（基山町）

〇シェアサイクルやカーシェアのシェアリングモビリティや自動運
転バス等と連携するバスターミナル

〇高速道路内及びその近傍の高速バス乗換拠点

境町高速バスターミナル（境町）

〇鉄道駅を中心に高速/路線バス、タクシー、LRT等と接続
バスタ新宿（新宿区） 富山駅前バスターミナル（富山市）

道の駅舞ロードＩＣ千代田（北広島町）

道の駅さんさん南三陸（南三陸町）

さいたま新都心バスターミナル（さいたま市）

高速バス、路線バス、カーシェア、
シェアサイクル、自動運転バスと接続

高速バス、カーシェア、シェアサイク
ル、シェアスクータと接続

※SAPA併設型の拠点 ※IC近傍の交通拠点

シェア
サイクル

シェアスクータ

カーシェア

高速バス

出典：富山市

出典：第1回モーダルコネクト検討会 出典：第1回モーダルコネクト検討会

出典：南三陸町商工
※バスの乗継等を目的として
独立して設置された交通拠点

43
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新宿の例では、高速バス乗り場について、色んなところに分

散していたものを、バスタ新宿に集約をすることで、利便性

を高めています。 

 

交通結節点の事業として、新宿での取組を掲載させていた

だきました。 

 

こちらは長崎ですね。これもバス停の集約を図ったり、長

崎駅からのアクセスをよくするために、ペデストリアンデ

ッキの整備もあわせて、このバスターミナルとつなぐ整備

をしている事例です。 

 

こういうことで、様々な交通モビリティ等を生かして地

域内の交通結節点をしっかりと整備し、乗り継ぎ、乗り換え、

あるいは交通モードの展開を、より円滑にできるような、機

能強化支援を行っている事例が全国にあります。 

 

 

バスタ新宿（交通結節点事業）

■新宿駅周辺の主な高速バス状況場（バスタ新宿開業前）

45

■施設概要・フロアガイド

バスタ新宿（交通結節点事業）

46

交通結節機能強化の整備イメージ 【長崎駅周辺地区】

長崎市中心部の交通結節機能強化の基本計画
長崎市中心部の交通結節等検討会議(R2.7)

47

新たなモビリティがつなぐ交通結節の拠点

• いつもの２枚紙を（道路計画２課にいえばす
ぐにでてきます）

48

新たなニーズに基づいた拠点等の機能

49

道路の高架下利用

50
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最後ですけれども、高速道路の高架下の利用です。高架下

は、放っておいたら、殺風景な空間で、もったいないという

ような思いを持たれている地域がたくさんあり、そこを地

域として有効に活用して、にぎわいを創出したいというこ

とで、地域の皆さんと、色んなお話をしながら、高架下の空

間を利活用いただいている事例も出てきています。 

 

コンビニが出店したりとか、トランクルームができたり、

あるいは公園にしたり、そして、駐車場にしたりといった事

例もございます。 

 

まちづくり・賑わい創出のニーズ・アイデアを踏まえて、

地域の皆さんと連携を図りながら、どういう方たちに使っ

ていただくか、選定の制度をつくって、条件が合えば、高架

下を利用いただくというようなことで今進めています。 
そろそろ時間になりましたけれども、私の方で準備をさ

せていただいた資料は以上になります。 
今日の議論の、きっかけ、ご参考になればということで、

雑駁ではございますけれども、河川・道路の連携の事例をご

紹介させていただきました。ご清聴ありがとうございまし

た。 

 

 

  

■高架下を活用したにぎわい空間の創出

▲高架下利用のイメージ（鉄道下の例）

○ 街づくりの観点から高架道路の路面下も含めた賑わい創出のニーズが高まっている
○ 2005年に基準が緩和され事務所や店舗等の占用も可能となっている

出典：トートひろば - TauT阪急洛西口ホームページより

道路の高架下利用

51

トランクルーム：首都高速道路高架下（東京都） コンビニエンスストア：東名高速道路高架下（横浜市）

公園：国道１６号（さいたま市） 駐車場：首都高速道路高架下（東京都）

道路の高架下占用事例

52

道路の高架下利用

街づくりの観点から高架道路の路面下も含めた賑わい創出のニーズが高まっている。

平成２１年より「高架道路路面下の有効活用の推進」として、事務所や店舗等の占用も可能に。

■ 高架下を活用した賑わい空間の創出

53

自治体・学識経験者・他の道路管理者等への意見聴取

事業者による占用計画書提出(入札)

道路管理者による高架下等利用計画の策定

入札占用指針策定・公示

落札者決定

道路占用開始

まちづくり・賑わい創出のニーズ・アイディア

・高架下利用計画との整合性
・占用許可基準（物件の構造、意匠等） により評価

事業者による事業の実施
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ただいまご紹介いただきました、都市建設局の秋山と申

します。私からは「熊本市の公共交通の現在（いま）」とい

うことで、説明をさせていただきます。 

 

まず現状と課題ということになりますけれども、熊本都

市圏の公共交通は、主に鉄軌道と、路線バスが担っておりま

す。鉄軌道につきましては、ご覧のとおり１日約5万8,000

人の方が利用されておりまして、バスにつきましては民間5

社で運営されており、１日約 5 万人の方が利用されている

という状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、熊本では全国の他都市と同様、この30年間で自

動車交通が大きく増加しており、都市圏交通の 64％、約 3

分の 2 が自動車を利用して、逆に公共交通の割合は減少し

ています。 

 

特にバスの利用者が大きく減っており、ピーク時の約4分

の 1 まで減少しております。それにより右側にございます

ように、公共交通の収益が悪化して、公共交通のサービス水

準が低下、それがまた利用者の減少につながるという、負の

スパイラルに陥ってしまっているというのが現状かと思い

ます。 

 

 

 

熊本市都市政策研究所開設 10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

話題提供①『熊本市の公共交通の現在（いま）』 

熊本市都市建設局 技監 秋山 義典 
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交通が、こういった形で自動車に偏り過ぎているという

結果、熊本の交通渋滞は常態化しておりまして、主要渋滞箇

所数が 180箇所ということで 3大都市圏を除く指定都市で

全国ワーストワン、高速道路のインターチェンジから市役

所までにかかる時間も福岡市の約 4 倍ということで、経済

的にも大きな問題を抱えているという状況です。 

 

こういった交通状況の悪化を受けまして、道路ネットワ

ークを拡充することと並行して、何とか自動車交通から公

共交通に転換してもらって利用促進につなげようというこ

とで、これまでも体制面の強化とか計画を策定して、段階的

に取組を実施してきたところです。 

 

平成24年に策定したのが、基本方針となる公共交通のグ

ランドデザインで、3つの柱を位置づけております。1つ目

が、中心市街地と15の拠点を結ぶ公共交通を基幹公共交通

軸と位置づけ、定時性、速達性、利便性、輸送力などの機能

を強化するということです。2つ目が、その基幹公共交通軸

を補完する形で、バス路線網を再編して、効率化させるとい

うこと、そして 3 つ目が、公共交通のない空白地域などへ

の対応ということでございます。 

これらが互いに連携して、わかりやすいネットワークを

構築することで、公共交通により円滑に移動可能な社会の

実現を目指すということです。 

 

平成 25 年に制定された「熊本市公共交通基本条例」、こ

ちらは、公共交通の事業者と行政だけでなく、市民の役割や

責務も明確にし、協働で取り組むということを明記したも

のでございまして、市民に公共交通の担い手としての自覚

を促すということも狙いとしたものでございます。 

 

熊本市民
約17～24万円／年慢性的な

交通渋滞

渋滞箇所数

全国ワースト１位！

IC〜市役所アクセス時間

福岡市の約4倍！

一人あたりの渋滞損失額熊本市は・・・

5

熊本都市圏の交通特性

H20（2008 ）～H23（2011） H24（2012）～H26
（2014）

バス交通の
あり方検討協議会 熊本市公共交通協議会

《平成２０年度設置》
【委員構成】 計２７名
・学識
・市議会議員
・バス事業者社長
・環境・福祉関係者
・公募市民
・関係行政機関 など

連携計画

H21.3月策定

公共交通
グランドデザイ

ン

H24.3月策定

公共交通
基本条例

H25.4月施
行

地域公共交通網
形成計画

H28.3月策定

立地適正化計画

H28.3月策定

都市
マスタープラン
全体構想

H21.3月策定

都市
マスタープラン
地域別構想

H26.3月策定

H27（2015）～H30(20１
８）

《平成２４年度設置》
【委員構成】 計３２名
あり方検討協議会委員

＋
鉄道事業者、マスコミ関係者 等

《平成２７年度》
協議会に法定協議会としての
役割を付加・拡充

これまでの協議・検討内容等を
踏まえ、地域公共交通網形成
計画(2016-2025）を策定

公共交通計画

R3.3月改訂

コンパクト＋ネットワーク

による、まちづくりを推進

立地適正化計画

R3.3月改訂

公共交通
グランドデザイ

ン

R2.3月改訂

ベストミックスの概念を追加

・基幹公共交通軸の機能強化
・バス路線網の再編
・コミュニティ交通の導入

＜グランドデザインの３本柱＞

R1（2019）～現在（２０２２）

《令和元、２年度》
R2.3月にｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝを改訂し、
熊本都市圏都市交通ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで
提示されたベストミックスの概念を
追加

また、社会状況の変化や活性化法
改正の趣旨等を踏まえ、計画中間
見直し時のR3.3月に地域公共交
通計画へ改定

〈施策展開の基本的な考え方〉
・基幹公共交通の機能強化
・バス路線網の再編
・コミュニティ交通の導入
・公共交通の利用促進
・メイン、サブターミナルの整備

・ベストミックスの構築を追加

公共交通に関する取組の経緯

6

中心市街地と1 5の地域拠点を結ぶ8軸を 「基幹公共交通軸」と位置づけ、輸送力
達性、定時性の強化を図る。

▲超低床電車 ▲連節バス

基幹公共交通を補うバス路線網を再編
し、わかりやすく効率的な運行体制を確
立する 。

▲ﾊﾞｽ専用ﾚｰﾝ（国道3号） ▲乗合ﾀｸｼｰ

地域と協働で「コミュニティ交通」の導
を 進め、公共交通の空白・不便地域の
消を目指す。

《目指すべき公共交通ネットワークの将来像 》

基幹となる公共交通を中心とした公共交通機関相互の有機的かつ効率的
な連携 ⇒ 公共交通を基軸とした多核連携のまちづくり

公共交通ネットワークのイメージ

熊本市公共交通グランドデザイン（H24策定・Ｒ2改訂）

7

●超高齢社会 人口減少社会の到来・地球環境問題の拡大
→今まで経験したことがない大きな社会構造の変化
→エネルギー消費を抑えた都市構造・過度に自家用車に頼らない生活への転換

公共交通基本条例が目指すもの

１ 公共交通を基軸とした熊本型コンパクトシティの実現(集約型都市への転換）
２ 市民の公共交通による移動環境の確保

熊本市公共交通基本条例制定の意義・目的

公共交通グランドデザインを具現化するため、市民・事業者・公共交通事業者・行政の役割や責務を明確にし、協働で公共交通の利用促進

に取り組むことを明記した熊本市公共交通基本条例を制定。

熊本市公共交通基本条例（H25.４施行）

8
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令和3年に改訂した「熊本地域公共交通計画」、こちらは

グランドデザインに基づいて、具体的な施策を位置づけて

いるものでございます。現在実施している取組は、こちらに

沿って行っているということです。 

 

その具体的な取組の一部を紹介させていただきます。ま

ず基幹公共交通の機能強化の一環として、市電の取組にな

りますけども、超低床電車の導入でありますとか、電停改良

による、バリアフリー化を進めることで、車椅子の方なども

利用しやすい環境を整備しております。 

 

また、JRとの結節強化ということで、市電とJRの乗換え

の利便性を高める取組を行っております。新水前寺駅では

駅舎と電停を歩道橋で直接つなぐことで、雨の日も濡れず

に安全かつ素早い移動が可能になったということで、市電

の利用者が増加している状況です。また、熊本駅から田崎橋

へのサイドリザベーション化によって、JR の熊本駅として

の乗換えがしやすくなったということで、こちらも同じく、

市電の利用者が増加している状況です。 

 

またバスの路線網の再編といたしまして、令和 2 年、全

国初の取組となりましたけども、熊本のバス会社 5 社が、

共同経営型の事業形態に移行しております。会社間の垣根

を越えてバス路線網の再編や利用促進策に取り組まれてい

ます。 

（２）桜町バスターミナル・熊本駅を核とした
交通体系の構築

～広域交通拠点の形成～

【地域公共交通網の将来像】

施策展開の基本的な考え方

（１）基幹公共交通の機能強化
～骨格となる基幹公共交通軸の形成～

（３）バス路線網の再編
～基幹公共交通軸と共に一体的に機能する
バス網の形成～

（４）コミュニティ交通の導入
～ネットワークに有機的に接続するコミュニティ交通
の形成～

（５）公共交通の利用促進
～利用環境の改善と住民等への意識啓発～

平成28年3月策定/令和3年４月改訂

（６）ベストミックスの構築
～総合的な交通戦略の推進～

熊本地域公共交通計画（H28策定・R3改訂）

9

◇水戸岡 鋭治氏のデザイン（熊本市の歴史・文化を感じ
る、懐かしくて新しい、伝統と誇りを表現）

◇COCORO ＝ 思いやりの「心」、おもてなしの「心」

▲ メープル材を使用した内装 ▲ ウォールナット材を使用した内装

▲ 新型車両０８００型

◇電停改良計画

・2010年に計画策定

・バリアフリーに対応

・優先順位に応じて改良

を推進

平成26年10月 新型車両０８００型 を導入

▲ 熊本城・市役所前電停 ▲ 田崎橋電停

超低床電車の導入（Ｈ9年度～）

電停改良（バリアフリー化）（Ｈ22年度～）

熊本市電に関する主な取組基幹公共交通の機能強化

10

日本初

ＪＲとの結節強化（Ｈ23年度）

H22年度︓5,162人 ／日

H29年度︓7,203人／日（約1.4倍）

・ＪＲ新水前寺駅との結節（H23年度実施）

H22年度︓2,960人 ／日

H29年度︓4,737人／日（約1.6倍）

新電停

電車が道路中央ではなく歩道側を走る
「サイドリザベーション」

日本初

・熊本駅前～田崎橋のサイドリザベーション化（H23年度実施）

電停と鉄道駅を
歩道橋で直結

熊本市電に関する主な取組基幹公共交通の機能強化

11

▲第５回熊本におけるバス交通のあり方検討会（R2.1.27）

バス会社５社が、

「共同経営」 へ

バス路線網の再編バス路線網の再編

12
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共同経営では、スライドに示す 6 つの取組を連携して実

施することとしております。例として、１にありますように、

バス同士が重複する路線において路線を統合する、運行間

隔を調整して平準化する、といった効率化を進めています。 

 

また、5社連携の共通定期券も昨年から開始したところで、

記載されている区間であれば、どのバスでも利用可能とい

うことで、利用者からも「便利になった」という声をいただ

いております。また、先ほどもご紹介がありましたように、

バス料金の均一化といった取組も行われています。 

 

バス路線が運行していない公共交通空白地域、不便地域

に対しましてはコミュニティ交通を導入しておりまして、

それにより移動手段の確保を図っています。現在20箇所の

地域に導入しているという状況です。 

 

左側がコミュニティ交通を導入開始した当初でございま

して、公共交通空白地域を示すピンク色が目立つ状況でご

ざいますけども、開始後の 5 年間でかなり解消されている

ということが見て取れるかと思います。 

 

６
経営資源の

最適配置

現在の５社の垣根にとらわ
れず、常に運転士や車両

の最適配置を検討します。

あるべきバス路線網とは、 利用者のニーズに沿った利便性の高い持続可能なバス路線網
を指す。この実現に向けて路線バス事業者５社がその垣根を越えて取り組むことはもとよ
り、鉄軌道事業者・タクシー事業者・関係機関・地元自治体等とも緊密な連携が必要。

バスレーンを
伴う階層化

４

バスレーンの導入などとと
もに、バス路線の幹線支

線化を進めます。

５ 利用促進策の拡充

共通定期券、乗継割引の
拡充、均一運賃制などの

検討を進めます。

１
重複区間等の

最適化

バス同士や鉄軌道との重
複区間等で、需給バランス

の最適化を図ります。

３ 新規路線等の拡充

わかりやすく利用しやすい
新規路線やニーズに沿っ

た増便を進めます。

コミュニティ交通等
と連携したNW維持

２

需要に応じてバスとコミュ
ニティ交通等が役割分担

し、NW全体を維持します。

▲あるべきバス路線網の実現に向けた取組と対象エリア

※ＮＷは、ネットワークを指します。

※上図は2018年度当時のバス路線網

路線バスに関する主な取組バス路線網の再編

13

バス路線網の再編バス路線網の再編

14

（中央区 女性会社員）
「定期が使える本数が多くなり、帰宅時の選択肢が増えて助かる」

（西区 女子高校生）
「学校帰りに市中心部に立ち寄る時など、複数の会社のバスが使えて便利」

2022.4.28 熊本日日新聞朝刊より（利用者のコメントを引用）

５社連携
バス共通定期券
（2022.4月～）

販売枚数、販売額ともに
約1.2倍！

※2 0 2 2年4月（前年同月比）

《コミュニティ交通の導入》

本市における公共交通空白地域や公共交通不便地域に対してコミュニティ交通を導
入し、日常生活に必要な移動手段を確保する取り組み。

コミュニティ交通の導入

15

▲デマンド型のタクシー

路線のイメージ

コミュニティ交通の基本的な考え方

－H25年度当初－ －H30年4月時点－

コミュニティ交通の導入

16

ホテル・マンション

花畑広場

商業施設

１F バスターミナル

まちづくり × 公共交通
メイン・サブターミナルの整備

17

令和元年開業

― 118 ―

都市政策研究所開設10周年記念　第35回講演会講演録『熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く 公共交通新時代』



都市政策研究所開設 10周年記念 第 35回講演会講演録『熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く 公共交通新時代』 

－134－ 

本日のテーマであります政策間連携と関係するものです

が、まちづくりと公共交通の連携の取組のご紹介です。 

熊本のメインバスターミナル、現在地であります桜町の

再開発のなかで整備されており、商業施設やホールといっ

た公益施設と一体的に整備されております。またそれに合

わせて、賑わいや回遊の拠点となる花畑広場を合わせて整

備することで、歩いて楽しめるまちづくりの取組とも連携

して、大きな相乗効果を発揮しているということが言える

と思います。 

 

熊本駅はJRの新幹線や在来線、市電、バスなど様々な公

共交通が集約・集結している拠点ですが、その周辺整備にお

いても様々な連携がなされております。先ほどのサイドリ

ザベーションの取組のほか、駅前広場の整備におきまして

もパークステーションというテーマのもと、熊本駅やアミ

ュプラザをはじめとする周辺施設と綿密に調整しながら、

エリア全体の統一感・一体感のある整備を行ったというこ

と、また広場の完成後も防災面で周辺施設と連携して、帰宅

困難者に対して備蓄食料や避難場所を提供できるよう協定

を結んで備えるといった取組も行っているところです。 

 

今後に向けてですが、やはり公共交通は、渋滞解消のみな

らず、健康、福祉、環境、経済、まちづくりなど、たくさん

の政策課題の解決に寄与しているということで、存在自体

がSDGsに貢献する、地域になくてはならない重要な移動手

段であるというふうに考えております。今後より一層、各種

政策分野と連携した取組を進めていく必要がございます。 

 

特にSDGsの重要なキーワードであります「誰一人とりの

こさない」という観点で、公共交通は重要な役割を果たして

おります。現在、AI を活用したデマンドタクシーの実証実

験を行っております。これは利用者がスマホで予約をする

と、AI がほかのお客さんも含めて相乗りでのルートを設定

して、従来のデマンドタクシーよりも効率よく、家の近くか

ら目的地に近いところまで移動できるというもので、車で

の移動が困難な方などにも、より気軽に移動していただく

ための手段として期待しているところです。 

 

現在、2つの実証実験に取り組んでおりまして、1つは高

齢者支援との連携ということで、郊外部の公共交通の空白

不便地域におきまして、買物ですとか通院など日常生活の

移動手段の確保を目的として行っているものです。 

交通ターミナル（バス、タクシー）
（R3年4月供用開始）

熊本駅
駅ビル

（R3年4月開業）

熊本駅前周辺整備

災害への備え
（水・食料・トイレ等）
1,900人×３日間

・マンホールトイレ
・手押しポンプ（井戸）
※周辺施設等と連携

広場
（18000m2）

メイン・サブターミナルの整備

18

まちづくり × 公共交通

ＳＤＧｓ×移動

健康・福祉・環境・経済・まちづくり

19

ＳＤＧｓ×移動

誰一人とりのこさない

20

■AIが乗降時間や同じ方向に行きたい複数の人とマッチングを行う
■利用者の予約に対し、AIが効率的な車両配車と運行ルートの検索・提案を行う

高齢者支援×移動

21

郊外部

メインターゲッ

ト

高齢者

チョイソコくまもと天明 【令和５年度運行エリア 】

国道３号

宇土市

県道28号

西熊本駅

川尻駅飽田西

中島

小島

飽田東

奥古閑

川口

銭塘

中緑

飽田南

国道501号

既存校区

運行予定区域

【凡例】

追加予定校区

電話・ネットで予約

指定の停留所から乗車

指定の停留所で降車

他の方と乗り合い

支払いは現金・ICカードで

乗降時にメール送
信
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2 つ目が、市街地部の子育て支援との連携ということで、

塾や部活動などの子どもさんの送迎を目的とするもので、

それによって、子育ての保護者の方の負担を軽減するとい

うことを目的で実証実験を行っているものです。 

 

最後に経済・観光との連携ということで取り組んでいる

MaaSの取組です。移動の面では、電車やバス、飛行機など、

様々な交通モードを同じアプリで検索、予約、決済できるよ

うにすることで、移動の利便性が高まります。それだけでな

く、移動する目的である観光、買物など、様々な経済活動と

も割引制度や様々な情報提供などの連携を行うことで、地

域経済の活性化にもつなげるというものです。現在、九州

MaaS という、より広域のエリアでの導入に向けて、関係各

所と連携して準備を進めているところです。 

 

持続可能で便利な公共交通は、熊本市が目指す上質な生

活都市に不可欠なものですので、引き続き政策間連携によ

って、公共交通の利用促進を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

私からは以上です。どうもありがとうございました。 

 

 

  

子育て支援×移動

22

メインターゲッ

ト

小中学生

市街地部

託麻南

長嶺

月出

尾ノ上

山ノ内

東町

健軍東
桜木東

桜木

帯山

運行開始時校区

運行区域

【凡例】

拡大後校区

チョイソコくまもとキッズ【運行エリア】

ネットで予約

自宅の前から乗車

指定の停留所で降車

他の方と乗り合い

支払いは現金・ICカード
またはクレジットカードでの事前決済で

乗降時にメール送
信

観光×移動

23

アプリケーション

市民が住み続けたい、誰もが住んでみたくなる、訪れたくなるまち、

「上質な生活都市」

24
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こんにちは。熊本市の交通企画課の太江田と申します。

私の方からは話題提供ということで、熊本市で実施してお

ります社会実験「バス・電車無料の日」について、事例紹

介をさせていただきたいと思います。 

熊本市では昨年度、12月と3月に「バス・電車無料の

日」を実施しておりますけれども、そのなかで12月実施

分につきましては、その効果検証作業・とりまとめをしま

して、今年5月に分析レポートを公表しております。本日

の事例発表につきましては、この12月の効果分析結果を

もとに、お話をさせていただければと思います。 

 

内容については、まず事業概要、実施状況、事業効果、今

後の取組、という流れでお話をさせていただきます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず事業概要ですが、事業の目的としまして、「新型コロ

ナウイルス感染拡大に伴い利用者が減少している公共交通

について、市民が公共交通を利用するきっかけをつくる」と

書かせていただいております。先程の事例、話題提供でもあ

りましたとおり、公共交通の利用者が年々減少傾向にあり

まして、公共交通が負のスパイラルに陥っている、という状

況にございます。この状況を何とか食いとめて、そして逆回

転させるためには、まずは公共交通に乗ってもらわないと

始まらない、というところもございましたので、バス・電車

を無料にすることによって、まずは公共交通に乗っていた

だく。乗っていただいて、「意外に公共交通は使えるんだな、

車よりは若干不便だけれども、これだったら我慢して使え

るな」と思っていただけるように、この取組を実施しました。 

あわせて、下のほうに書いておりますが、公共交通に転換

することによって、自動車の交通量を減らして、渋滞の緩和、

というところも狙えないか、ということで、多面的な効果を

狙って実施したところでございます。 

開催日につきましては、令和 4年 12月 24日と令和 5年

3月 18日ということで、クリスマスイブや、3月はお城ま

つりということで、市民の方々がまちなかに移動する、お出

かけをするというようなイベントに合わせて実施しました。 

参加事業者につきましては、産交バス以下、路線バスの交

通事業者ですとか、熊本電鉄の電車、そして市電を運行する

熊本市交通局に参加をいただきました。そして無料の対象

路線ですが、この参加事業者が運行する路線のうち一部で

令和５年７月２５日
熊本市 都市建設局 交通企画課

話題提供②
社会実験「バス・電車無料の日」について

▲辛島町電停

▲熊本駅

■ 発表内容

１．事業概要
２．実施状況
３．事業効果
４．今後の取組

１．事業概要
▼PRチラシ（令和４年１２月２４日実施分）

 開催日
令和４年１２月２４日（土）
令和５年 ３月１８日（土）

 参加事業者
九州産交バス、産交バス、熊本電鉄（バス・電車）、
熊本バス、熊本都市バス、熊本市交通局

 無料対象路線
参加事業者が運行する路線のうち、一部でも熊本

市内を運行する路線バス、及び電鉄電車、路面電車
の全ての便を終日無料化

 事業の目的
新型コロナウイルスの感染拡大に伴い利用者が

激減している公共交通について、市民が公共交通
を利用する“きっかけ”をつくるとともに、公共交
通への転換により常態化する交通渋滞の緩和を図
るため実施するもの。

熊本市都市政策研究所開設 10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

   話題提供②『社会実験「バス・電車無料の日」について』 

熊本市都市建設局 交通企画課 技術主幹 太江田 真宏 
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も熊本市内を通行、運行する路線バス、電鉄電車、路面電車、

全ての便を終日、無料化しました。 

 

こちらが12月24日の実施状況です。左側が気候ですが、 

こちらの水色の方が、「無料の日」を実施したときの1日の

平均気温、最高気温、最低気温で、グレーのほうが前年比で

すけれども、このグラフを見ていただいて分かるとおり、最

高気温、最低気温、平均気温の全てが前年を大きく下回って

おり、大変寒い日になりました。 

また右側のグラフがコロナの陽性者数の推移で、12月24

日がこの赤いラインのところで、ちょうどオミクロン株の

第 8 波のピークに差しかかる直前ぐらいで、陽性者数が 1

日で約1,500人ということで、「無料の日」を実施する条件

的には、厳しい環境下での実験となってしまいました。 

 

しかしながら、当日はまちなかでクリスマスマーケット

等の様々な催しが開かれておりまして、中心部は多くの人

で賑わいました。こちらは人流データをもとに中心部に来

られた方、桜町と下通と上通、図中の赤いエリアに来られた

方々のデータを取っています。緑が「無料の日」を実施した

当日の人流データ、グレーが前年同月同曜日の人流データ

になっています。見ていただくと、全時間帯で前年比を上回

る来訪者数があり、特に 13 時以降の日中につきましては、

前年比で約 1.3 倍と、多くの人で中心部は賑わった状況で

す。 

 

こちらが当日の写真です。左上が辛島町電停、真ん中上が

通町筋の鶴屋前バス停、その下が市電の車内、右がバスの車

内、左下が桜町、中央下が熊本駅周辺のマーケット開催状況

です。ご覧のとおり、公共交通も中心部においても、終日多

くの方で賑わったという状況です。 

 

続きまして事業効果です。まず公共交通についてですが、

当日の無料化対象路線の公共交通の利用者につきましては、

前年比約 1.5 倍で、かなり多くの方にご利用いただいたと

ころです。右側がバス利用者数の月別推移ですが、「無料の

日」実施以降の1月、2月、3月は前年と比較すると、「無

料の日」実施以降の増加率が大幅に上がっています。こちら

の数字につきましては、九州各県の中でもかなり高い増加

率になっておりまして、「無料の日」の目的であるきっかけ

づくりや、公共交通の利用者数の定着につながっているの

ではないかと期待しているところです。ただ、この数値につ

きましては、コロナ禍からの回復というのも大きな影響と

してあるものと思いますので、引き続き推移を注視しなが

ら、効果を検証していきたいと考えているところです。 

２．実施状況➀（気候及びコロナの状況）

▼気候
当日は前年と比較して平均・最高・最低
気温全て下回る状況。

▼コロナ禍の影響
当日は新型コロナウイルスのオミクロン株
による第８波下にあり、陽性者数は 1,499人。
前年は陽性者数は 0人。

※出典︓気象庁HP▲熊本市の気温
※出典︓厚生労働省、熊本県、熊本市HP

▲熊本市コロナ陽性者数推移 (R3.1 ～R4.2)

２．実施状況②（中心市街地来訪者数）

▼中心市街地（桜町,下通,上通）来訪者数
※前年(2021年12月25日)との比較

※出典：Yahooデータソリューション

▼データ取得位置
（赤色着色部）

熊本市 日中は約1.3倍

２．実施状況③（当日の様子）

３．事業効果（公共交通➀）

1.5倍

バス・電車
無料の日

▼公共交通利用者数（無料化対象）
前年（2021.12.25）との比較

無料化実施後

※出典：バス事業者提供資料
※増加率については継続して分析中のため現時点での参考値であることに留意

▼バス利用者数推移（月別）
前年との比較

100円の日
(2022.10.1)
（2022.11.5）

バス・電車
無料の日

(2022.12.24)

1.08倍 1.04倍 1.02倍
1.16倍1.30倍1.17倍

無料の日実施後、公共交通利用者の増加率がアップ︕
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続きまして、こちらはバスの遅れ時間です。これはバスロ

ケーションシステムのデータから、当日の全路線の遅れ時

間を抽出しております。左のグラフが、前年の遅れ時間、全

部の路線における遅れ時間の累積が 9,200 時間台というこ

とですが、「無料の日」当日もほぼ同程度の水準となってお

ります。 

一般的には公共交通の利用者が増えると、乗降にそれだ

け時間がかかりますので、この遅れ時間というのが伸びて

いるのではないかと考えていたのですが、データを見てみ

ると、同程度といったところで収まっています。これについ

ては様々な要因が考えられますが、1つはバス事業者さんが

利用者や利用状況に応じて増便等をしていただいており、

スムーズな乗降に寄与いただいているというのと、もう1つ

は公共交通に転換していただくことで渋滞が緩和されて、

バスの走行速度が上がり、乗降の時間は増えるがバスの走

行速度が上がって同程度に収まったのではないかと考えて

おります。こちらにつきましても、まだ 1 回の結果ですの

で、3 月の効果分析結果、また今年度実施する「無料の日」

の結果も見ながら検証を進めていければと考えております。 

 

当日は中心部において、アンケート調査を実施しており

ます。その中で、公共交通で中心部に来たという方々に対し

て、普段どれくらいの頻度で公共交通を使っていますかと

いうところをお聞きしております。その結果、赤く囲ってい

るところが、普段全く使わない、使っても年に数回程度とい

うことで、普段は公共交通を利用されてないという方が、約

4分の1に上っています。当初の目的としております公共交

通を利用するきっかけづくりと、新規需要の掘り起こしに、

寄与できているのではないかと考えているところです。 

 

続きまして、道路交通に関する事業効果です。左の図が熊

本市内の主要な交差点における交通量、交通の流入量を前

年と比較したグラフになっています。データは朝 9 時から

夜 9時までの 12時間における交通量を集計しております。

青い点は5％以上交通量が減ったところ、水色の点が3％か

ら5％程度の減少、そして黄色の点が前年度と同水準の交通

量だったところです。 

見ていただくとおおむね、当日の中心部への乗車が約1.3

倍と、中心部がかなりの人でにぎわったという割には多く

の交差点で交通量が減少しているというような結果が得ら

れました。こちらにつきましては、自動車から公共交通への

転換効果が出たのではないかというふうに考えております。 

右のグラフは、その中で水道町交差点における交差点の

方向別の滞留長を参考として挙げております。こちらにつ

きましては、前年のデータが取れなかったので前週比とい

うことで参考値というかたちにはなっておりますが、グレ

ーが前週の滞留長、水色が当日の滞留長ということで、どの

方面においても、滞留の長さが減少していることがわかり

ます。基本的に前週というのは通常の土曜日でしたので、ク

リスマス等で実施した「無料の日」当日のほうが、一般的に

は人がまちなかへ来ていると考えられるなかで、これだけ

滞留長が減少しているというのは、それだけ自動車から公

共交通への転換というのが進んだからではないかと考えて

いるところです。 

３．事業効果（公共交通②）

1.5倍

バス・電車
無料の日同程度

バス・電車
無料の日

▼公共交通利用者数（無料化対象）
前年・前週比

▼バスの遅れ時間（全路線合計）

※無料化対象の市内を通過するバス路線を対象に、
早発は遅れ時間０として集計した。

（再掲）

バスの利用者数1.5倍増に比べ
遅れ時間は増加していない

３．事業効果（公共交通③）

※出典︓アンケート調査（2022.12）
※参考：100円の日は日頃利用しない人31％

そのうち無料が理由69％

▼当日公共交通利用者の利用頻度

普段利用していない層が約４分の１
⇒ 新規需要の掘り起こしに寄与︕

３．事業効果（道路交通）

-22% -33%

-34%

-44%

▼参考（交差点方向別滞留長）
（2022年12月17日との比較）

▼交差点流入交通量の増減比較
（2021年12月25日との比較）

※交差点の各方向における 9～21時の12時間交通量を集計
※一部の方向はカウンターが無い又はエラー値となっている
※出典：トラフィックカウンター交通量

※出典：トラフィックカウンター交通量、滞留長

中心部への来訪者は増加⇔主要交差点における流入交通量は減少傾向
⇒ 自動車から公共交通への転換効果︕
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続きまして、経済波及効果でございます。こちらにつきま

しては、人流データによる中心部へ来訪された方々の数か

ら、アンケート調査の公共交通で来た人の割合、その中で無

料だから公共交通で来ましたと言う人の割合を掛けまして、

当日「無料の日」があったから中心部に行こう、公共交通で

来ました、といった人を推計で出しております。この人数に、

中心部で支出する平均額、約 6,000 円というアンケート調

査結果があったのですが、この人たちが消費する額を出す

と、この人たちが当日中心部で消費した額が約 1.1 億円と

いう推定結果が出ます。これを熊本市の産業連関表に掛け

まして、1.1億円の消費額に対する経済波及効果が幾らかと

いうのを計算した結果、約1.14億円という経済波及効果が

あったのではないかと推計しております。 

この1.14億円というのは、「無料の日」を実施するため

に実際かかった費用、こちらにつきましては効果分析費用

等を除いているのですが、実際に「無料の日」をするために

かかったお金からすると約 5.7 倍の効果があったと算出し

ているところです。 

 

続きまして、環境負荷軽減です。こちらも先ほどの経済波

及効果と同様に当日、中心部に来られた人の中から、普段、

公共交通は使っていないという方をもとに、当日、車の台数

がこれぐらい減ったのではないかということで、「無料の日」

を実施して公共交通に転換することで約12,700台の自動車

が減ったのではないかということです。これに熊本市の自

動車の平均移動距離と平均燃費とを掛け合わせて、当日「無

料の日」によって削減されたガソリン使用量を算出してお

ります。こちらからCO2の削減量を出すと約43トンCO2と

いうことで、「無料の日」によってこれだけのCO2の削減効

果がありました。これを杉の木に換算すると約 5,000 本、

東京ドームで換算すると約 1.1個分の CO2に相当する量が

削減されたということで、公共交通だけではなくて環境面

でも効果があったと考えられます。 

 

このように「無料の日」を実施したことによって、公共交

通だけではなく、道路交通、環境面、そして経済波及効果な

ど、多面的な効果というのが確認できました。 

今後も引き続き、この「無料の日」を実施して、公共交通

の利用をどんどん促進してまいりたいと考えております。 

また、「無料の日」だけではなく、料金設定や時間帯を変

化させて、色んなパターンで行動データの蓄積・分析をして

いくということも重要と考えています。それを踏まえて、今

年度はまず「無料の日」取組範囲の拡大に向けてということ

で、昨年は熊本市だけで「無料の日」をやったのですが、今、

連携中枢都市圏の方々にお声掛けをさせていただいており

まして、熊本市が実施する「無料の日」に合わせて、例えば

地域で運行されているコミュニティ交通を無償化して、都

市圏全体での公共交通の利用を促進するといった連携がで

きないか、関係市町村と協議をさせていただいているとこ

ろです。まずは今年できるところから少しずつ始めていっ

て、将来的には熊本市の「無料の日」というよりも都市圏全

体で「バス・電車無料の日」が実施できればいいなと考えて

いるところでございます。 

そして右側は 100 円ウィークの実施ということで、今年

３．事業効果（経済波及効果）

効果項目 生産誘発額
（単位︓百万円）

うち直接効果 80
うち間接効果 21

第１次波及効果合計 101
第２次波及効果 13
合計 114

②経済波及効果額
▼産業連関表による分析結果

“バス・電車無料の日”による
経済波及効果

“バス・電車無料の日”による経済波及効果

推計 約1.14億円
“バス・電車無料の日”実施費用

約0.2億円
“バス・電車無料の日”実施費用
と比較した経済波及効果額

約5.7倍

③ “バス・電車無料の日”実施費用に対する経済波及効果額

※熊本市外への効果額を除外するため
H27熊本市産業連関表を使用

①無料化による当日の中心市街地での消費額
12/24㊏
中心市街地（桜町、下通、上通）
1日来訪者数

約10万名

12/24㊏
無料化対象の
公共交通利用割合

約72％

無料化対象の
公共交通利用理由
「無料の日だから」

約25％
＊“バス・電車無料の日”当日のアンケート調査より

中心市街地に無料の日がきっかけで
来訪した人が使用した金額

推計 約1.11億円

中心市街地に無料の日がきっかけで
来訪した人が使用した金額

推計 約1.11億円

中心市街地に無料だから来た人

推計 約1.8万名

中心市街地に無料だから来た人

推計 約1.8万名
12/24㊏
「中心市街地でいくら支出した /する予定か」
使用金額割合を来訪者数に乗じて算出
＊“バス・電車無料の日”当日のアンケート調査より

推計 約1.14億円

３．事業効果（環境負荷軽減効果）

② “バス・電車無料の日”によるCO2削減効果

①無料化によるマイカー削減効果

12/24㊏
無料化対象の
公共交通利用割合

約72％

CO２排出原単位

約2.32kg/lCO2

12/24㊏
中心市街地（桜町、
下通、上通） 1日来訪
者数

約10万名

乗用車平均輸送人員

約1.3人/台
＊平成27 年度全国OD調査より

無料利用者が
マイカーに戻る可能性

約23％
＊“バス・電車無料の日”当日のアンケート調査より

マイカー増加可能性があった台数

推計 約12,700台
熊本市自動車
平均移動距離

約17.9km
＊全国PT調査から算出

乗用車の燃費

約12.2km/l
増加台数のガソリン使用量

推計 約18,600L

増加台数のガソリン使用量

推計 約18,600L
“バス・電車無料の日”によるCO２削減量

推計 約43tCO2

マイカー増加可能性が
あった台数

推計
約12,700台

スギの木
約5,090本の吸収量
（東京ドーム約1.1個分）

４．今後の取組

熊本市の利用特性を踏まえた施策展開

無料の日の実施により、公共交通や道路交通のみならず、環境負荷軽減効果や経済波及効果など 多面的
な効果を確認

今後も継続して「無料の日」を実施 することにより、公共交通の利用を促進
料金設定や時間帯などを変化させ、 様々なパターンでの行動データを蓄積・分析

連携中枢都市圏での利用促進

＜ 取組範囲の拡大に向けて ＞ ＜ 料金施策等への発展に向けて ＞
~ 100円ウィークの実施 ～熊本市

山鹿市山都町

菊池市甲佐町

宇土市益城町

宇城市

阿蘇市

菊陽町

合志市

美里町

玉東町

大津町

御船町

西原村

南阿蘇村

山鹿市高森町

嘉島町
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は「無料の日」とは別に１週間、公共交通を100円にする取

組も予定しています。こちらはイベントに合わせてやると

いうよりも、通常１週間の中で料金を低減させると、そのこ

とによって例えば、平日と休日、ピーク時間帯とオフピーク

時間帯、高齢者と若者など、どのあたりに利用状況の変化が

起きるかということを分析することによって、熊本市の公

共交通の利用特性に応じた、訴求力のある施策展開につな

げていければと考えています。 

 

以上、簡単ではございましたが、交通企画課からの「無料

の日」の事例発表とさせていただきます。ありがとうござい

ました。 

 

 

  

以上、ありがとうございました
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皆さんこんにちは、熊本市都市政策研究所の永田と申し

ます。私たち研究所職員からは、「熊本市における政策間連

携の視点とヒント」と題して、発表いたします。 

 

本題に入る前に、熊本市の組織としての現状を確認した

いと思います。これまでの熊本市の組織の変遷をみると、組

織は専門ごとに分化することで、行政課題に対応してきた

と考えられます。例えば、昭和42年度と令和3年度の組織

構成を比較してみると、部・課の体制から局-部-課の体制と

なっており、縦型の組織化が進んでいます。また課相当の数

をみると、103から196と93も課相当の組織が増加してい

ます。このような縦型組織の一般的な特徴として、意思決定

の速さや専門性はありますが、1つの部署では解決できない

課題への対応の弱さがみられます。 

 

 

 

 

 

 

一方、近年では、職員の多能化への期待がされています。 

私自身もこれまでを振り返ると、市民の方からのニーズ

に応えるためには、自分の専門のみならず、幅広い知識・技

能や他課との連携が求められていると感じる機会が多々あ

りました。職員の皆さまも心当たりがあるのではないかと

思います。 

また本市では、マンパワーの不足といった現状がありま

す。本市職員の定員管理に関する計画をみると、多様化する

行政需要に対応するため人員体制の強化が必要とされてい

ます。 

 

以上の現状を踏まえ、今後、行政課題へ対応していくため

のヒントについて、「政策間連携」をキーワードに考えてみ

ることにしました。例えば、局や部間で連携できるきっかけ

が発見できないかまた「連携」をキーワードに既存施策をみ

ると、より効果的な施策に繋がる糸口が見えてくるのでは

ないか、といったことを意識しました。 

熊本市における
政策間連携の視点とヒント

都市政策研究所 研究員 リレー発表

熊本市都市政策研究所開設 10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

話題提供③『熊本市における政策間連携の視点とヒント』 

都市政策研究所 研究員リレー発表（永田・羽廣・美濃口） 
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そこで私からは、政策間連携の可能性を検討するために

「連関図」を紹介します。連関図とは、一般的には、相関関

係や因果関係を図解する手段として作成されるものです。 

今回は、「公共交通の利用促進」を中心に据えて、政策間

連携を考えるために連関図を作成しました。作成にあたり

公共交通を所管する部局をはじめ、庁内で政策間連携につ

いて話し合った結果や、庁内の資料を参考にしました。 

凡例について説明すると、六角形の文字は、政策目標や効

果を示しており、また所管・関係する部署を、色分けするこ

とで表現しています。例えば灰色について「公共交通の利用

促進」という政策目標の所管は、交通政策部や交通事業者と

いった具合です。また薄い黄色の六角形には、波及効果を記

載しました。最後に点線でつないだ四角に、政策間連携のア

イディアを書き込みました。 

 

先ほど話題提供のあった「バス・電車無料の日」を例に少

し説明します。「公共交通の利用促進」は、「交通渋滞の緩

和・交通量の削減」といった波及効果があり、効果測定する

ことで、CO2排出量削減につながっていました。政策目標で

ある「公共交通の利用促進」と「脱炭素」が「バス・電車無

料の日」で「交通渋滞の緩和・交通量削減」という波及効果

を介して連携しています。このような具合で政策間連携を

考えることができます。 

私からは、政策間連携を考える視点・手法として「連関図」

を提案しました。次の発表者からは、研究員が考えた政策間

連携のヒントを、連関図を踏まえてご紹介していきます。 

（永田） 

 

では、連関図を使って、研究所職員の視点でヒントを探っ

てみました。私は、過去、防災部局に4年間勤務しておりま

したので、防災視点を連関図に繋げて考えてみました。 

近年、毎年のように全国各地で災害が発生しており、熊本

で記憶に新しいところでは、平成28年の熊本地震や、令和

2年7月豪雨が発生しました。防災減災では様々な対策が行

われているところではありますが、人口減少、さらなる高齢

化を鑑み、自助、災害発生時に迅速に行動できる体力づくり

に焦点をあて、連関図を使って考えてみました。日常生活の

中で、高齢者等が安全に避難できるような体力づくりがで

きる環境をつくることはできないでしょうか。 

 

熊本市で実施している各事業から探ってみました。まず
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増加

交通事業者
の

収益改善

公共交通
の

利用促進

歩く機会・
距離の増加
(徒歩端末増加)

高齢者の
外出促進

施設利用時
の駐車場
混雑緩和

交通渋滞の
緩和・交通量

削減

健康づくりの
促進

消費機会の
創出・増加

(経済効果)

脱炭素
(CO2排出量

削減)

公園利用の

促進

持続安定的な
公共交通事業
の実現

公共交通
サービス
水準確保

移動しやすい
環境整備

バス・電車無料の日
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×

健康アプリ
「もっと健康！げんき！

アップくまもと」

健康アプリ
「もっと健康！げんき！アップくまもと」
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「森の都くまもと」探検ラリー
（デジタルスタンプラリー）
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にぎわい創出

交通政策部
・

交通事業者
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脱炭素戦略課
（環境局）

凡例

図．公共交通を中心とした政策間連携のアイディア（連関図）

連関図
「公共交通の利用促進」を中心とした連関図を作成。
（参考：庁内で政策間連携について話合った結果等）

連関図とは、相関関係や因果関係を図解する
手段として作成されるもの。
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凡例

連関図 例示：公共交通×脱炭素

図．公共交通を中心とした政策間連携のアイディア（連関図）

「公共交通の利用促進」を中心とした連関図を作成。（参考：庁内で政策間連携について話合った結果等）
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（公共交通×健康づくり×防災）
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災害発生時に迅速に行動（避
難）できる体力づくりが重要

日常生活の中で、
高齢者等が、安
全に避難できる
体力づくりがで
きる環境を構築
できないか？？

平成28年熊本地震や令和2年7月
豪雨等、多くの災害が発生…
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災害発生時に
迅速に行動
できる体力
づくり

地域の防災訓練
への参加

災害への

備えの促進

発災時の
助け合い精神
の醸成

備蓄物資等
の確認

防災教育
の促進

避難先の環境
整備・確認

公共交通を利用し、健康の体を手に入れる！【公共交通】

脱炭素
(CO2排出量

削減)

出典：熊本市政だより2023年6月号

今年の市政だより６月
号にて、公共交通利用
促進における、健康に
関するメリットについて
掲載。
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１つ目として公共交通の観点から考えてみます。先月、公共

交通の利用促進のために、市政だより 6 月号で周知啓発を

行っています。その中では、5つのメリットを紹介していま

す。公共交通を利用すると家から停留所等まで歩くため、１

時間、車で移動する代わりに公共交通を使うだけで消費カ

ロリーが 2 倍以上になるとあり、体に優しい、健康的であ

るとメリットが挙げられています。 

 

次に、健康づくりの視点で考えます。健康づくりでは、生

活習慣病予防のため、歩くことを推奨しており、健康アプリ

の活用の促進を行っております。このアプリでは、各種健診

の受診や歩くなど、日々の健康づくり活動を行うことでポ

イントが付与され、ポイントが貯まると特典を受けること

ができる、気軽に楽しみながら生活改善、健康増進、健康寿

命の延伸を目指すことができるアプリです。熊本県の平均

歩数について確認してみたのですが、男性が平均7,200歩、

女性が約6,500歩であり、このデータは2012年時点である

ため、コロナ等やリモートワークの影響もあり、近年はさら

に減少していることが予想されます。一方で、第 2 次健康

くまもと 21基本計画では、目標値を男性（20-64歳）では

9,000歩としており、目標達成に向け、1人1人の歩くため

の仕組み、環境づくりが求められます。 

 

また、次に防災の視点から考えてみました。防災分野では、

災害リスクを知るために、まちあるきをして、地域版ハザー

ドマップを作成しています。ハザードマップとありますが、

実際にどこが危険なのか、歩きながら確認することは、とて

も重要であるといわれています。また「防災さんぽ」と検索

すると、防災と健康を手に入れるような事業も見られます。

実際に歩き、例えば避難所までどれくらい時間がかかるか

を確認しながら、歩くことで健康にも繋がります。 

 

最後にまとめです。公共交通と、健康づくり、防災につい

て、何かヒントがないか探ってみました。公共交通視点では、

渋滞緩和、環境負荷軽減等のために利用頂き、利用すること

で家から停留所等まで歩き、健康に繋がることが期待され

ます。健康づくり視点では、生活習慣病予防等のためにも、

体力づくりの促進を行っています。災害への備え視点では、

災害リスク把握のために、まちあるきして確認すことを促

進しています。共通事項は、歩いて健康を手に入れるという

ことです。 

公共交通利用で停留所等までの『歩き』が生まれ、健康的

な身体となり、災害発生時に迅速に避難できる身体づくり
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健康づくりのため、歩数を増やすことが重要！【健康づくり】

脱炭素
(CO2排出量

削減)

出典：熊本健康アプリホームページ
（熊本連携中枢都市圏事業）

健康づくり促進のため
に、熊本健康アプリ
『もっと健康！げんき！
アップくまもと』を熊本
連携中枢都市圏事業と
して実施。

日常生活における歩数の増加
【目標値】
・20～64歳 男性9,000歩

女性9,500歩
・65歳以上 男性7,000歩

女性9,000歩
出典：熊本市健康増進計画

第２次健康くまもと２１基本計画

歩数の平均値（2012年）
【熊本県】
男性7,200歩 女性6,465歩

出典：国民健康・栄養調査
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災害リスクを知るために、まちあるきをする！【防災】

脱炭素
(CO2排出量

削減)
出典：熊本ホームページ地域版ハザード

マップ（大江校区の事例）

地域と行政が一緒にまち
あるきをしながら災害リス
クを確認して、ハザード
マップを作成している。

出典：三重県健康管理センター

公共交通利用による停留所等までの『歩き』が、健康的な体作り
に繋がり、災害発生時に迅速に避難できる体力をつくる。

公共交通×健康づくり×防災

『渋滞緩和や環境負荷軽減、
事故の割合の低減、家計に
優しい、歩くことにより健
康にも繋がる』

公共交通

の

利用促進

健康づくりの
促進

『災害リスクの把握の
ために、地域をまちあ
るきして確認する』

『適度な身体活動による
生活習慣病予防やストレ
ス解消、体力づくり、健康
の維持増進』

災害への

備えの促進

災害発生時に
迅速に行動
できる体力
づくり
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に繋がる。このように、視点を広げると、間接的にメリット

を得ることができることが分かりました。（羽廣） 

 

文化財専門職員の美濃口です。同じく連関図を使って、公

共交通、観光、文化財の政策間連携を考えてみます。 

 

私の郷里である長崎の「路面電車の電停名称変更の取組」

を紹介します。「株式会社長崎電気軌道」は民営の会社で、

2018年に、39の電停のうち13の名称を「めがね橋」などに

変更し、話題となりました。会社側の目的は「観光客の利便

性向上」と「運転士の負担軽減」、つまり観光客から最寄り

電停を聞かれる運転士の負担を減らすことでした。事業者

によれば、取組は成功し、目的も果たしたそうです。これを

ヒントに、熊本市の公共交通、観光、文化財の政策間連携に

ついて考えます。 

 

路面電車のデータ比較です。長崎は民営、熊本は公営で、

いずれも 100年前後の歴史があります。路線距離は約 12km

ずつ、停留所数は39と35、輸送人員の推移は折れ線グラフ

で、赤の長崎が青の熊本の約 1.5 倍です。ちなみにオレン

ジは鹿児島で、熊本とほぼ同数です。円グラフは、ピンクが

通勤、水色が通学の定期利用割合で、合計 15％の長崎より

も、合計 25％の熊本の方が高いです。人口は熊本市、観光

客数は長崎市の方が多い一方、長崎は近年、転出人口が全国

ワースト1位・2位となり、人口減少問題が、より深刻です。 

つまり「人口や定期利用が多い熊本」よりも「観光客など

定期以外が多い長崎」の方が、今後ますます、交流人口を電

車利用に取り込む必要があるようです。 

 

長崎の路線図のうち、紫で囲んだ13ヶ所が、名称を変更

した電停です。特に終点の電停名となった「崇福寺」は、電

車に行先が表示されるため、その宣伝効果も期待できます。

同様に、めがね橋など国の重要文化財や国宝の最寄電停も、

わかりやすくなりました。さらに、従来は原爆資料館と平和

公園がすぐ隣だと勘違いされる観光客が多かったのですが、

今回2つとも電停の名称に採用されたことで、電停1つ分、

波及効果 波及効果

波及効果

防災教育の
促進

連関図（公共交通、観光、文化財）

連関図を使って、公共交通、観光、
文化財の政策間連携を考えてみます。

経済

防災

福祉

波及効果

波及効果

教育

波及効果

波及効果

文化財

公共交通

観光 観光客利便性
向上

波及効果
文化財見学
者数増加？

波及効果
観光客数
増加？

波及効果

■事例紹介

路面電車の電停名称変更の取組

― ㈱長崎電気軌道の場合―

２０１８年８月～

電停名称の変更
【㈱長崎電気軌道の目的】

①観光客の利便性向上

②運転士の負担軽減
この取組・事例をヒントに

熊本市の 「公共交通 × 観光 × 文化財」
（市電名称×観光客の利便性×文化財の保存活用） について考える！

熊本市における政策間連携の視点とヒント

13ヶ所

39ヶ所

既に

目的は

達成！

定期（通

勤）, 

1,037, 

10%

定期（通学）, 

519, 5%

定期外, 

9,061, 

85%

長崎電気軌道（単位：千人）
定期（通

勤）, 

1,232, 

18%

定期（通

学）, 

447, 

7%

定期外, 

5,056, 

75%

熊本市交通局（単位：千人）

事業者 長崎電気軌道

[民営]
熊本市交通局

[公営]

開業年 大正４年
1915年

大正13年
1924年

路線距離
（系統）

11.5 km
（４系統）

12.1 km
（２系統）

停留所数 39 35

運賃 大人 （小児） 140円 （70円） 180円 （90

円）

定期割合
（通勤、通学）

15％
(10％、5％)

25％
（18％、7％）

【路面電車のデータ比較】 ㈱長崎電気軌道 ・ 熊本市交通局

都 市 長崎市 ※ 熊本市

人口 409,118 人 738,865 人

観光客数 2,560,600 人 2,453,000 人

※転出人口が全国ワースト１位（2018・19年）
 ワースト２位（2020年～）の長崎市では、
 人口減少問題がより深刻な状況にある。

出典 『国勢調査』、『長崎市観光統計』、『熊本市観光統計』、全て２０２０年

出典 『鉄道統計年報』

16,968 

17,646

16,652
16,976

16,357

10,617
10,287 

11,031

10,710
11,080

11,008

6,735

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（千人）

輸送人員の推移（３社比較）

長崎電気軌道 熊本市交通局
鹿児島市交通局 出典 『鉄道統計年報』

【㈱長崎電気軌道】 2018年8月1日～「35年ぶりの電停名称変更」

観光客目線で「電車路線案内図」を見てみると‥
🚋🚋 出島 （国史跡） 🚋🚋 原爆資料館
🚋🚋 めがね橋 （国重文） 🚋🚋 平和公園
🚋🚋 大浦天主堂 （国宝） 🚋🚋 新地中華街
🚋🚋 崇福寺 （国宝） ➡最寄電停がわかる！

行先表示に観光地の名称
➡宣伝効果も期待できる！
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離れた場所にあることが、一目瞭然になりました。 

 

そもそもの発端は、市民病院から「メディカルセンター」

への名称変更でしたが、全案内板の差替が必要で膨大な費

用と手間がかかるため、13 ヶ所をまとめて変更しました。

このうち、観光施設名への変更が5ヶ所、「前」「下」の除

外が5ヶ所あります。「前」「下」「入口」が付く電停は全

国にありますが、その距離など明確な定義は見つからなか

ったそうで、長崎では「前」も「下」も原則外して、例外と

して JR駅名と混同しないように、2ヶ所のみ「前」を残し

ました。 

 

熊本の路線図です。2011年と2019年に一部名称を変更し

ました。「熊本城前」電停は、戦後に建てられた高層ビルで

お城が見えなくなったこともあり、「花畑町」電停に変わり

ました。一方、観光地の電停名は「熊本城」と「水前寺公園」

くらいで、ほかの最寄り電停はわかりにくい状況です。例え

ば、「市立体育館前」電停の目の前に移築された「ジェーン

ズ邸」が、今年秋に公開予定なのですが、もし長崎の事例に

従うならば「ジェーンズ邸」に電停名称を変更する。あるい

は鹿児島市交通局のように、正式名称ではない「副呼称」と

して「市立体育館前」の後に（ジェーンズ邸）と、かっこ書

きで書き加える、という方法も他都市ではあるようです。 

 

最後にまとめです。長崎の場合、目的は「観光客利便性向

上」と「運転士の負担軽減」でしたが、定時運行や苦情減少

など、それ以外の波及効果もありました。電車の遅延は、観

光客だけでなく地元市民にとってもストレスだからです。

ただし長崎は「民営」のため、観光や文化財など、市政全体

に対する義務や責任はなく、その効果検証も行っていませ

ん。社内でのスピーディな意思決定が可能な反面、あくまで

も企業単独の取組です。 

一方、熊本市は公営だからこそ、公共交通、観光、文化財

ほか、多くの部署での政策間連携が可能ではないでしょう

か。ちょうど来年は「市電100周年」でもあるので、電停名

称変更の歴史を「エビデンス」と捉えて、お話させていただ

きました。 

3人のリレー発表は以上です。ご清聴、ありがとうござい

ました。（美濃口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更 前 変更 後

松山町 平和公園

浜口町 原爆資料館

築 町 新地中華街

正覚寺下 崇福寺

賑 橋 めがね橋

変更 前 変更 後

長崎大学前 長崎大学

浦上車庫前 浦上車庫

大学病院前 大学病院

諏訪神社前 諏訪神社

大浦天主堂下 大浦天主堂

変更 前 変更 後

市民病院前 メディカルセンター
公会堂前 市民会館→市役所

「前」や「下」の文字を除外した
（距離等の明確な

定義は見つからず）

目的「観光客の利便性向上」＆「運転士の負担軽減」
５ヶ所

【㈱長崎電気軌道】 2018年8月1日～「35年ぶりの電停名称変更」

 観光施設名等を

停留所名とした

 停留場名と現況との
乖離を解消する目的

 乗り場が分かれている同名の
停留場を別の停留場として
区別し、混乱を解消する目的

変更 前 変更 後

西浜町
アーケード入口

浜町アーケード

・長崎駅前
・浦上駅前
２ヶ所のみ
JR駅名と

混同しないよう

「前」を残した

発端は 「市民病院」➡「メディカルセンター」（↓13ヶ所の名称変更）

５ヶ所

２ヶ所 １ヶ所

例外

①2011年3月九州
新幹線全線開業

②2019年1月
市民病院移転

【熊本市交通局】 2011年・2019年に「電停名称変更」

変更 前 変更 後

動植物園前 動植物園入口

神水橋 神水・市民病院前

水前寺駅通 新水前寺駅前

市役所前 熊本城・市役所前

熊本城前 花畑町

本妙寺前 本妙寺入口

６ヶ所

２ヶ所

変更 前 変更 後

神水・市民病院前 神水交差点

上熊本駅前 上熊本

観光地の最寄電停は・・・？ ※「副呼称」：（ ）書きする方法も
🚋🚋⑩ 熊本城・市役所前
🚋🚋⑪ 通町筋 （小泉八雲旧居、現代美術館）
🚋🚋⑱ 水前寺公園 （夏目漱石大江旧居）
🚋🚋⑲ 市立体育館前 （ジェーンズ邸） ←地震後に移築
🚋🚋㉖ 健軍町 （横井小楠記念館）

㈱長崎電気軌道【民営】
「公共交通 」

熊本市電【公営】
「公共交通 × 観光 × 文化財」

観光

文化財

文化財見学者数
増加？

観光客数
増加？

※企業単独の取組

効果検証はナシ
波及効果は不明

※熊本市の取組
（庁内で共有可）

まとめ 「民営」と「公営」のちがい →熊本市における「政策間連携」

「市電１００周年」（2024年）：電停名称変更の歴史も「エビデンス」と捉えられる。
「公共交通×観光×文化財」の政策間連携を提案：「公営だからこそ、できること」

公共交通

電停名称
変更

観光客利便性
向上

文化財

文化財見学者数
増加？

定時運行苦情減少 波及効果 波及効果

公園

経済 福祉

防災

波及効果の
検証も可能！

観光

観光客数
増加？

波及効果の
検証も可能！

効果検証はナシ
波及効果は不明

運転士の
負担軽減

目的②

観光客利便性
向上

波及効果

公共交通

電停名称
変更

目的①
目的①

― 130 ―

都市政策研究所開設10周年記念　第35回講演会講演録『熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く 公共交通新時代』



都市政策研究所開設 10周年記念 第 35回講演会講演録『熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く 公共交通新時代』 

－146－ 

 

 

 

  

― 131 ―

熊本都市政策 vol.10（2023）



熊本都市政策 vol.10（2023） 

－147－ 

蓑茂所長 

それでは、ここから司会をやっていきたいと思います。16

時半までには終了いたしますので、御協力のほどよろしく

お願いいたします。 

先ほど、本日ご参加頂いている方の名簿を見せて頂きま

したところ、半数ぐらいが市役所職員、残りの半数くらいが

市民の方で、議員の先生方もいらっしゃり、非常にバランス

いい参加を頂いたと思ったところです。 

お集まりの皆様は、公共交通の未来、あるいはその新時代

ということに非常に強い関心をお持ちの方もいらっしゃる

でしょうし、政策間連携というちょっと小難しい言葉に興

味をお持ちの方もいらっしゃるのではないかと思っていま

す。 

これから、その辺のことを少しずつ解きほぐしていけれ

ばいいなと思っていますので、よろしくお願いします。 

最初に大西市長から、先ほどご挨拶でもいただきました

が、市長御就任後、すぐ熊本地震がありました。そして、安

全安心のまちづくりから始まり、快適なまちづくり等、色々

なことをやってこられたと思います。今日のこの10周年に

ついて、今までお話をお聞きいただいて感じたことについ

て、ご発言いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

大西市長 

 熊本市が政令指定都市に移行して、これからというとき

に熊本地震に襲われました。 

そのときに、都市政策研究所のような機関ができました。

それから、政策のことを考えるときに事業として考える、そ

して、国や県の政策と連動しながら進めていく部分、そして、

市民の皆様からの要望や要求に応じた対応をとる部分とあ

るのですが、少し俯瞰してみる研究所というものがある方

が、この関連とこの関連があるのではないか、そのような気

づきを得られるというふうに思いました。防災と健康を関

連づけようと思わないじゃないですか。あまりこのような

発想がないですが、先ほどの発表の中でもそういうものが

ありました。そういう意味では、実は市民生活って全部繋が

っている。そういう意味では、市民起点で見れば、実は政策

間連携というのは当たり前の話なんだろうなと思いました。 

ただ、それぞれのセクションで担当を決めてやる方が早

く、効果的に事業が遂行できるということもあって、ある意

味では、縦割りというものがあると思う。地震のような対応

をするときには、役割分担をして、早く解決していく。災害

を復旧させていくときは、専門性を持って、スピード感をも

ってやっていく、そういった意味では、縦割りは非常に有効

熊本市都市政策研究所開設 10周年記念 第35回講演会 

熊本の都市政策・喫緊の課題に迫る 政策間連携で拓く公共交通新時代 

日時：令和5年（2023年）7月25日(火)14：00～16：30 会場：熊本市熊本城ホール シビックホール 

  パネルディスカッション『政策間連携で拓く公共交通新時代』 

＜登壇者＞ 

笠井 雅広 氏（国土交通省 九州地方整備局 企画部長） 

中野 幹子 氏（九州旅客鉄道株式会社 執行役員 熊本支社長） 

大西 一史（熊本市長） 

秋山 義典（熊本市都市建設局 技監） 

＜コーディネーター＞ 

蓑茂 壽太郎（熊本市都市政策研究所長） 
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に働くと思います。 

一方で、横串を刺す、横を見ていくという意味では非常に

課題が多いというのが、正直なところです。だからこそ、連

携を常に意識するような組織や研究所が必要。それから、熊

本地震後、まちづくりセンターを作り、そして地域担当職員

を置いて、色々なことをやってもらっていますが、逆に言う

と、政策は色んな事が連携しなければできないんですよね。 

ところが、地域担当職員が縦割りにぶつかってしまうみ

たいなところがあり、そこで気づきが生まれ、また連携が深

まるということになり課題を解決していく。そのような思

考、意識が変わっていくということが、熊本地震を経て、熊

本市が組織として非常にそういったものを求められるよう

になったし、少しずつ、そういった対応が以前よりできるよ

うになったのではないかと思います。 

蓑茂所長 

ありがとうございます。 

市長がいろいろなさっているのを拝見していまして、前

例横並び主義ではなく、先頭を走る、そういうモデルのよう

なものを目指されているように見えるのですが、そのとき

に、政策間連携というのは非常に大事なキーワードではな

いかと思っています。そのような理解でよろしいでしょう

か。 

大西市長 

はい。連携して、単一効果より一粒で何倍もおいしい、キ

ャラメルの宣伝ではないですが、そういったエネルギーが

あると思っているので、そういう意味では、そのような思考

をいつも考えています。 

蓑茂所長 

研究所の話になりますが、研究所職員は少ないので、先ほ

ど発表したと思ったらすぐに司会をやっている、多能職で

す。そういう意味では、かなり訓練をしていると思いますが、

その辺は、これから行政の中にも生かせるようにしていか

なくてはいけないなというのを常々思っております。 

笠井さん、先ほどは基調講演ありがとうございました。 

流域治水の話題を上げていただくことで、皆様、政策間連

携というのをご理解いただいたと思います。集水域から氾

濫原まで、川だけでなくというところですね。 

そのあと、市職員の話題提供が 3 つほどありましたが、

そのご感想をまず聞かせていただけますでしょうか。よろ

しくお願いします。 

 

笠井氏 

ありがとうございます。 

秋山様からお話をいただいた交通渋滞や、市役所からイ

ンターチェンジのアクセスが福岡市より 4 倍もかかってい

る状況などを聞かせていただき、まず、私たち整備局が担当

している道路整備を着実に進めていかなければいけないと

思っています。市長の言われる「10分・20分構想」の実現

に向けて、必要な連絡道路等も着実に進めていきたいと思

いました。 

ただ、その道路整備という単一施策を進めていくのには

時間がかかる。そういった中で、太江田様からお話のあった

社会実験の「バス・電車無料の日」の実施によって、中心市

街地の来訪者数が 3割増、公共交通利用者 1.5倍、その裏

返しとして、主要交差点の滞留長が大幅に減っているデー

タを示していただき、熊本市における公共交通の可能性を

非常にわかりやすく感じることが出来ました。 

さらに、都市政策研究所の皆さんから連関図を使った連

携の可能性をお話いただき、分かりやすく、連携相手を探す

アプローチとして思考の手助けになると思いました。 

最後にお話いただいた長崎市の事例に関連して、流域治

水の中でも連携相手の皆様と調整していますが、必ずしも

全部上手くいっているわけではなく、なかなかうまく進ま

ない施策もあります。 

その中で、連携相手と私たちが進めたい施策の双方がウ

ィン・ウィンになるというところを見つけ出すことは、すご

く大事ですし、連携をした上で施策を加速する、それが2倍

でなく、3倍の効果になるために、ウィン・ウィン関係をど

うつくっていくのかということも重要だということが、よ

く分かりました。 

蓑茂所長 

よく言われる、シナジー効果みたいなものが起きなくて

はいけないということなのでしょうね。 

連携相手と、3足す3で6になるのでなく、3掛ける3で

9になるような、そういうことを練らなくてはいけないとい

う話だと思います。ありがとうございました。 

お待たせしました。中野さん、熊本の支社長をお務めにな

って、色々な悩みや忙しいこともあるかと思います。 

JR 熊本支社長という仕事について、どのようなことをさ

れているのかお話しいただき、それから、熊本に来られて、

熊本のまちに対する印象についてお話しいただけますか。 
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中野氏 

まず、支社長の仕事というところで申し上げますと、当社

グループは、九州全域での鉄道ネットワーク、駅ビル、ホテ

ル、色々なことをやっております。 

その中で、私は、熊本管内での、特に鉄道のオペレーショ

ン、駅だけではなく、線路の保守など、それぞれ専門性のあ

る縦のチームの横連携とりながら、効率よく、安心安全な鉄

道を提供できるよう努めているところでございます。 

また、もう1つの大きな機能としては、当社は、あるべき

姿として、「安全とサービスを基盤として、九州、日本、そ

してアジアの元気をつくる企業グループ」を目指しており、 

2030 年の長期ビジョンでは、「安全・安心なモビリティー

サービスを軸に、地域の特性を生かしたまちづくりを通じ

て、九州の持続的な発展に貢献する」を掲げております。で

すので、まちづくりをどのようにやっていくのかというと

ころを、日々、考えています。 

そうしたなかで、悩みや忙しいこととしましては、最初に

治水の話がありましたが、特に７月になってきますと、大雨、

線状降水帯、こうした中での鉄道のオペレーションをいか

に安定させるか、時には、安全のために運休をしなくてはい

けないというような判断をしながら、少しでも早く、お客さ

まにお知らせをする、ご迷惑をおかけしないようにすると

いうところに腐心しているところでございます。 

それから明るい話題としては、お客さまが増えていると

いうのは、皆様も感じていらっしゃると思います。少しお話

させて頂きますと、熊本駅がパワーアップをしたタイミン

グは、九州新幹線の開通でございます。 

2004年に、新八代から鹿児島中央がまず開業し、2011年

に、新大阪から鹿児島まで繋がりました。 

博多―熊本間のご利用実績をご紹介しますと、2003 年の

新幹線部分開業前を100とすると、2004年の部分開業後113

になり、2011年の全線開業時に 163、2018年度には193ま

で伸びました。ところが、新型コロナウィルスの影響で、

2020年は83まで落ち込み、2021年は94、2022年には141、

2023年の第１四半期で167へと回復傾向にあり、2018年度

と比べると、87％程度に戻ってきています。また、外国のお

客さまも増えてまいりました。 

このようにお客さまが増えてこられ、私たちも非常にや

りがいを感じている反面、悩みとしては、お客さまが少ない

状況が長かったため、疲れやすくなっているところがあり

ます。また、海外の方とコミュニケーションをとるのに、ラ

グビーワールドカップで、せっかく慣れていたのですが、少

し戸惑ってしまうということがあります。こういったとこ

ろを突破しながら、さらに、多くのお客さまにお越しいただ

き、楽しんでいただけるようにしたいと思います。 

また、おかげさまで熊本駅周辺では、アミュプラザくまも

と、ホテル、マンション、オフィスビルと開発が進み、まち

づくりという点では、「住んでよし、訪れてよし、働いてよ

し」となるようさらに磨いていきたいと思っています。 

2番目のご質問のまちの印象、まちなかの魅力については、

熊本城を皆様が大切になさっていると身をもって感じます。

そして、この景観、水や空気感の中で散歩やランニングされ

ている方を拝見すると、住んでいながらのまち豊かさのよ

うなところを感じているところでございます。 

そうしたところで、まちなかと駅の連携を図りながら、よ

り一層、まちの機能、魅力を高めていけるよう、熊本支社、

ＪＲ九州全員でやっていけたらなと感じております。 

蓑茂所長 

ありがとうございました。 

熊本駅まで他都市から人を運んでいただいて、そして、そ

れが市内の公共交通とどうリンクするのか、これからいろ

いろと考えることになると思います。 

また後で、その辺を伺えたらと思います。ありがとうござ

いました。 

それでは秋山さん、よろしくお願いします。 

秋山さんは、現在、国から熊本市に出向されてきておられ

ますが、全国をご覧になり、あるいは国の行政をされ、地方

自治、政令指定都市の行政をされて、感じられていることが

あると思います。フランクにお話をいただきたいと思いま

す。 

秋山氏 

私は昨年 4 月から熊本市に来ており、１番感じていると

ころは、水と食べ物がおいしいというところがございます。

住み心地も都会と自然がバランスよく、適度な距離感で共

存しているということが、居心地いいと感じる理由かなと

感じています。 

先日も、家族を江津湖に連れて行きましたが非常に喜ば

れ、都心から数キロの距離で、あれだけきれいな、水や緑に

触れ合う場所があるのは本当にすごいことで、大切に守っ

ていくべき貴重な財産だと思ったところです。 

課題としては、私の専門の緑と公園の分野では、熊本に限

ったことではないですが、樹木等の管理が必ずしも十分で
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はなく、老朽化等、そういったことにより魅力が低下したり、

景観上の問題、倒木等の危険性が懸念され、本来のポテンシ

ャルが発揮されていない公園、樹木、街路樹等、少なからず

あるというのが課題の1つだと思っています。 

これについては、今年から森の都推進部を都市建設局に

設置し、公園街路樹だけでなく、ほかの公共施設も含め、市

内の緑を一元的にとらえて、横断的に対応するということ

で緑の質の向上を目指しており、これも横断的な組織とい

うことで政策間連携の 1 つではないかというふうに考えて

おります。 

交通については、前職は東京でしたが、そこと比べると、

車社会というのを非常に実感しております。南熊本駅周辺

の都心に近いエリアに住んでいますけども、そこは比較的

公共交通も充実しているエリアだと思います。しかし、住ん

でいるマンションの１階駐車場は、ほぼ部屋の数と同じぐ

らいの車が並んでいますし、近くのスーパーも自転車が停

まっている台数に比べて、車の方が圧倒的に多く、車でなく

てもいい場合でも車を使うことが当然になっているのでは

ないかと感じたところです。 

公共交通の利用促進のためには、公共交通の利便性を高

めるということがまず大事だと思います。それに加え、公共

交通を利用すること自体に意義やメリットがあると感じて

いただいて、利用者の方に自動車から公共交通を使おうと

いう意識の変化、行動変容を促すことが必要だと思ってお

ります。そのためには、健康、まちづくり、環境等、様々な

分野との連携が必要だと考えたところです。 

蓑茂所長 

ありがとうございます。政策間連携の意味のようなもの

を、お感じになられているのでしょう。国、政府であれば、 

省庁連携レベルになると思いますが、熊本市役所であれば、

局間連携かなと思っていましたが、部内連携もしなくては

いけないようですね。 

緑の政策でも色々な部署がやっていたので、それを 1 つ

の部にまとめられたので、連携は上手くいくと思いますが。 

さて、先ほど秋山さんのプレゼンを聞いていて、公共交通

について、やれることはやっているなと感じました。ただ問

題は、都市像との絡みで、公共交通をどうするかということ

については、まだよくわからないのですが、市長は何かお考

えをお持ちですか。上質な生活都市というなかに含まれて

いると思いますが、都市像と公共交通の関係ですね。 

 

大西市長 

公共交通、政策間連携を考えたとき、都市像というのは、

熊本は、お話にありましたとおり、非常に生活しやすいと皆

様に言っていただけます。水もおいしい、食べ物もおいしい、

家賃もそこそこ安いとおっしゃられますが、移動がとにか

く駄目だと言われます。どうしても車中心ですので、車に今

まであまり乗っていなかった人が車に乗り、非常に便利だ

という人たちもいらっしゃるドアツードアで、目的地ぎり

ぎりまで駐車場がある。 

公共交通の不便さ、利便性を高めるという意味で、本日公

共交通に関係する方たくさんいらっしゃっておられると思

いますが、都市像というよりは、生活者起点で考えたときに、

例えば子育て世帯から見たときの公共交通ってどうなのか、

移動ってどうなのかというふうに考える。そして、高齢者視

点で考えたときにどうなのかと考えると、そういう意味で

は、あらゆる世代の皆さんにとって上質な公共交通は提供

出来てないなと思います。 

例えば 180 円均一の話が今日ニュースになりましたが、

バスのユーザーのある方から、今朝ニュースを見た方から

お電話いただき、「あれは得なのか？損なのか？よくわから

ない」とおっしゃられるのですね。「なぜあの範囲なのか？」

と。やはりユーザーオリエンテッドで考えていないのでは

ないかと。 

つまり、市電と、それからの共通のエリアは、同じ均一料

金にしましょうと。その場合、すごく利便性が上がり、乗換

えとかもいいという話になりますが、実際に移動する人は、

「何で東バイパスからこちらは同じ料金でないのか」とか

ですね。今朝言われて、やはりその利用者サイドからそうい

う見方というのと、事業をやる側の見方というのは、なかな

かマッチしていかない。そういう意味では、公共交通を提供

するという意味で、この都市のあり様、車社会からどの辺ま

でを集中的に分散させていくか、まだまだくっきり出来て

ないというのは少し反省点としてあると思います。 

ただこれは、徐々に改善していくとユーザーの皆様のニ

ーズに合ってくるので利用者はもっと増えるのだろうな、

と今日お話をしながら感じたところです。 

蓑茂所長 

私、昨日は熊本空港からリムジンバスで来ましたが、その

リムジンバスの特急ができたようで、通町筋しか止まらず、

桜町バスターミナルに着きます。乗っていて、非常に気分的

に楽でした。時間はそこまで変わらないと思いますが、目的

― 135 ―

熊本都市政策 vol.10（2023）



熊本都市政策 vol.10（2023） 

－151－ 

地にすぐ着くといった印象を受けて、あれも、公共交通の改

良が進んだ事例だと思います。 

先ほどSDGsの話がありましたが、オタワの公共交通では

3人でグループ割でした。「なぜ、3人グループで団体割引

か」と聞いたら、「3人だと車で相乗りして、空港へ行って、

駐車場が混むから。規制をするために、3人から割引にして

いる」と言っていました。 

そういうのもあるということを思い、昨日は、リムジンバ

スに乗り、非常に気持ちよく来ました。 

さて、笠井さん、先ほどの話の続きになりますが、戦後の

動きとして1980年代頃から民営化がやたらとなされました

よね。鉄道もそうです。そういう意味では、事業間競争を一

生懸命やらせた時代があったと思います。 

しかし、負のスパイラルではないですが、様々な問題があ

って、事業間連携をやりましょうということで、共同バスの

問題もあると思います。そのような流れというのは、この国

土行政の全体のなかで、あるのでしょうか。分化から、集約・

統合に変わってくるのでしょうか。先ほどの道の駅を聞き、

単一目的ではなく、多目的化、機能を重ねていくような動き

について、公共的なインフラにもあるのかどうかお話しい

ただけますか。 

笠井氏 

流域治水、あるいは、ダムで洪水調節と再エネ施策を両立

させていこうという話、そして道路もそうですが、社会が人

口減少という局面になっているなか、河川や道路に求める

ニーズも、ものすごく多様化しています。 

昔は河川の安全度を上げるために堤防を造れば皆様の期

待に応えられた。道路についても道路をつくる、あるいは、

伸ばしていくということが、皆様の期待に応えることであ

りましたが、社会情勢が変化する中で、河川を整備すること、

道路を整備することが私たちの仕事の目的ではなく、地域

の期待や求められている、困っていることに対してどうコ

ミットしていくか、どう応えていくか、そういった仕事に変

えていかなければいけないと思っています。 

そのために、自分たちの守備範囲という考えは捨てなけ

ればならない、と私は考えているところです。極論を言えば、

九州地方整備局の仕事は、危機管理と地域づくり（のお手伝

い）です。 

地域の皆様が求められていることに対し、私たち九州地

方整備局が担当している道具（施策）をうまく使って、どの

ように応えていくのか。そのためには守備範囲に拘らず、他

の施策と連携すべきところとはしっかりと連携をしていく。

これは、国の省庁間でもそうですし、各地域の事務所での仕

事もそういうつもりでやっていこうと、変わってきている

ところです。 

蓑茂所長 

政策間連携という方向は、当然あるだろうと。その方向で、

研究所の研究も進めてもいいですよと、そのような理解で

よろしいですか。 

笠井氏 

はい。 

蓑茂所長 

ありがとうございます。 

中野さん、熊本駅ができたのが明治24年ですよね。九州

新幹線が開通したのは平成23年で、熊本駅ができてから120

年、パンデミックは 100 年越しでありましたけれども、熊

本駅は120年のレボリューションでした。 

これから、どのように熊本におけるJRの位置、事業を展

開していくのでしょうか。色々な話題があるようですが、中

野さんからお話を頂けませんでしょうか。 

中野氏 

熊本駅は、白川口については、路線バス、路面電車やタク

シーが結節し、交通拠点の機能はできていると思います。し

かも、駅を出てからの見通しもよく、分かりやすい。新幹線

口が、想定より混んでいますが、今、見直されているところ

です。 

これから新時代というなかで、テクノロジーも使ってい

かなければいけないと思っています。ハード、ソフト両面で、

障がいのある方や海外からの方等あらゆる方が買いやすい、

分かりやすい、利用しやすくしていく必要があると思って

います。  

もう1つ、当社では、昨年度から「未来鉄道」というプロ

ジェクトをはじめました。「未来鉄道」とは、自然災害が激

甚化しているなか、どのように技術を使いながら、鉄道の安

全をつくり、サービスを高めていけるか、ということを検討

しています。 

熊本空港も新しくなりました。熊本の魅力は海も山も近

く、東西南北どこにでも行きやすいという点があります。そ

うした利点を発揮するためにも情報発信や検索等デジタル

技術を活用していく。費用もかかると思いますので、組織を

超えて連携しながら、旅行者が熊本で色々なことを楽しま

れ「こんな楽しみ方がある。九州の他の所にも行ってみよ
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う。」と、そんなふうにできるといいなと思っています。 

蓑茂所長 

公共交通については、市民共有の観点が重要だと思いま

すし、特に「公共交通は大事」だという市民共有をしなくて

はいけないと。そのときに、先ほど、バス・電車無料の日に

ついて分析結果を聞きましたが、分析や解析等の力が非常

に重要で、先ほどの未来鉄道も絡めてやっていけたらいい

なと思います。是非、今後、研究の素材となるようなものを

いただけたらいいなと思いましたので、よろしくお願いし

ます。 

中野氏 

今年の 3月 17日から 5月 16日まで、「熊本のれーるか

えーるチケット」という、JR と市電１日券や、市内バス電

車１日券とサクラマチクマモト、アミュプラザくまもとで

利用できるショッピングチケット 2,000 円分をセットにし

た商品をスマートフォンのアプリで発売しましたが、利用

者アンケートの中で、「これがあるからまちなかに来てみた」

とか、「これがあるから普段自動車だがチケットを使った」

といった結果も出ています。是非、こういう取り組みも皆様

と共有しながらやっていけたらと思います。 

蓑茂所長 

エビデンスに基づく政策をやりたい、そのためにJR九州

様も協力していただけますという宣言だと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

秋山さん。最後に、今まで政策間連携についての想いとい

うことで話していますが、国では出来なかったけれど、熊本

市のような政令指定都市であればやりやすいなと思うこと

は何かありますか。 

秋山氏 

やりやすいところは、部局を横断した連携というのが、国

と比較すると地方公共団体の方がやりやすいと感じており

ます。 

確かに笠井さんからご紹介のあったように、国において

も役所間の垣根が低くなっていて、連携するのが当たり前

になってきております。 

先ほど道路の歴史の話もございましたが、公園において

も、単一目的から多様化ということで、元々、都市公園法が

出来た成り立ちとして、戦後の開発圧力が旺盛だった時代

に、都心部の公園がなくなり、ふさわしくない施設が乱立し

てしまったという状況を受けて、貴重な緑を守るために法

律ができ、非常に厳しい規定が設けられています。限定列挙

された公園施設以外は設置出来ない、簡単に廃止出来ない

といった規定等があります。 

ただ、社会状況の変化等を受けて、近年では様々なニーズ、

社会問題に対応しなければいけないということで、保育所、

観光案内所、シェアサイクルポート等も設置可能にできる

ようにしようと、より柔軟に公園を使いこなしてもらおう

ということで制度が見直されてきたところです。 

まさに、私が国交省の頃に携わっていた業務で、蓑茂先生

に検討会の座長になっていただいたというご縁もあります

が、その検討会のなかで今後、様々な社会課題の解決に資す

る社会実験等、公園で気軽にできるようにしたらいいので

はないかという議論もあり、実現策の検討も進められてい

るというところです。 

ただ一方で、国においては、全国に適用される制度や仕組

み等をつくるのが仕事なので、所管以外の分野に踏み込も

うとすると、どうしても多くの時間や労力が必要というの

が実態としてあります。 

その点、地方公共団体の場合、課題が特定のエリアの中で

身近に起こっている事柄ですので、比較的実態の把握がし

やすく、どんな対策が必要かということも見つけやすいと

いうことがあると思います。 

また、他分野との連携を必要とする場合においても、首長

が統括する同じ組織のなかでの連携なので、意思決定の調

整がしやすいということは、国に比べると言えるのかなと

思います。それに加えて、熊本市のような政令市の場合、各

政策分野がきめ細かく体制が整っておりますので、小規模

な自治体に比べて、より一層緊密な連携がしやすいという

ふうに考えております。 

蓑茂所長 

ありがとうございます。 

公共交通について市民共有をするためには、その生活の

足だけでのB/Cでは限界があって、観光も加えてのB/C。 

B/Cというのは、ベネフィットに対するコスト。コストと

ベネフィットの関係ですね。 

それから、収益の先を見据えた公共交通という、そういう

議論も重要じゃないかと思っておりますので、是非、そうい

ったことについて、市民の皆様からも、今日、アンケートを

お願いしていますので、注文をいただけたら幸いかと思い

ます。 

10 年間、地域認識の研究をやったりしてきましたけれど

も、今一番大事なのは、時代認識をどのように見るかという
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ことだと思いますので、その辺のことについて、今日の議論

の中から、何か 1 つでも得ることがあればいいなと思って

おります。 

限られた時間のなかで、登壇者の皆さんには失礼もたく

さんあったかと思いますが、これで終わりにしたいと思い

ます。どうもありがとうございました。 
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